
佐賀大学経済学部�

注意［ATTENTION］�

この冊子は、平成24年度入学の学生が卒業するまでに必要な履修指針である。�

必ず熟読し保管すること。すべての通知（連絡）は掲示によって行う。�

見落としによる不利な結果を招かないように、必ず掲示に目を通すこと。�

�

■経済学部　　　　　　　　　　　　　■課程�

■主題科目（登録分野）�

■学籍番号�

■氏　　名�

佐
賀
大
学
経
済
学
部�

平
成
　
年
度�

経
済
学
部
マ
ニ
ュ
ア
ル�

MANUAL FOR FACULTY OF ECONOMICS 

経済学部マニュアル�
平成24年度�
�

2
0
1
2

24

E C O N O M I C S

ECONOMICS  2012

佐賀大学経済学部マニュアル 平成２４年度 表紙 ＣＭＹＫ 加藤 背は５mm（決＊木下）



平成24年度 学年暦及び年間行事予定表
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注：予備日については、通常の休講等に対応するものではなく、入学試験及び台風等の風水害の到来他による大学全体の臨時休
業等に充当するものである。

７月25日･27日･30日、８月７日、12月25日、２月４日･５日･14日は風水害対応の予備日。12月21日、２月１日は入試対応の予備日。
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平成24年度カレンダー

４ 水
学部オリエンテーション（文化教育、経済、理工、農）
研究科オリエンテーション（農学）

前学期定期試験（８月６日まで）火31

７

17 火 月曜日の代替日

前学期開講金６

（参 ）平成25年度

24 火 前学期定期試験時間割発表

３ 火 平成24年度入学式
研究科オリエンテーション（教育学･経済学･医学系･工学系)
学部オリエンテーション（医）（５日まで）
学生会紹介（医学部のみ）

オープンキャンパス（予定）木９

夏季休業（９月30日まで）水８
８

後学期授業時間割発表月24

平成24年度学位記授与式＜９月期＞金21

９

30 日 前学期終

平成24年度大学院入学式
（工学系博士後期課程等）

金５

開学記念日、後学期始、後学期開講月１
10

12 26 水 冬季休業（１月６日まで）

金曜日の代替日火15

冬季休業明け授業開始月７

１ 19 土 平成25年度大学入試センター試験（１月20日まで）

月曜日の代替日木31

30 水 金曜日の代替日、後学期定期試験時間割発表

２
６ 水 後学期定期試験（２月13日まで）（２╱13は月曜日の試験日）

25 月 平成25年度個別学力検査(前期日程)入学試験(２月26日まで)

後学期終日31

３

12 火 平成25年度個別学力検査(後期日程)入学試験(３月13日まで)

25 月 平成24年度学位記授与式＜３月期＞



経済学部新入生の皆さんへ

経済学部長 平 地 一 郎

新入生の皆さん、ご入学おめでとうございます。経済学部では教職員、在学生一同、皆さんの

入学を心から歓迎しています。

大学に入ると、高等学校までの型にはめられた勉強とはずいぶん異なった雰囲気のなかで勉強

することになります。自由で、開放された気持ちになることもあれば、どうしていいのかとまど

うこともあると思います。とまどった時は、「学生センター」を訪ねたり、入学直後に受講する

「大学入門科目」の担当教員に相談してみてください。同級生と相談したり、相談できる先輩が見

つかるとなおよいでしょう。

ところで、この『経済学部マニュアル』は、経済学部での勉強の計画を自分で組み立てるため

のガイドブックです。１年次から４年次までの単位のとり方、卒業のための条件、教養教育と学

部専門教育の科目編成、学部に設置されている４つのコース（国際経済社会、総合政策、企業経

営、法務管理）の科目編成などを紹介しています。まずはこの『マニュアル』をよく読み、大き

な仕組みを頭に入れてください。そのうえで各授業科目の具体的内容については、『講義概要（シ

ラバス）』を参照してください。

皆さんは、４月中には、１年次のカリキュラム（時間割や履修科目の編成）を組み立てなけれ

ばなりません。カリキュラムは、個人個人で異なります。必修科目は皆が取りますが、科目の多

くは選択科目なので、どの科目を選択するかは自分で決めることになります。だから時間割や科

目編成は人によって異なります。したがって、他人と同じようにしていれば大丈夫だと思ってい

ると、間違う恐れがあります。繰り返しますが、『マニュアル』や『シラバス』をよく読んでお

く、必要があります。

このように、自分で読み え、頭に入れなければならないことがたくさんあります。学生生活

全般についても同様で、自分で え行動することがとても大切です。他方で、もちろん、他人と

の交流の中で学ぶこともそれに劣らず大切です。両方とも大事にしてほしいと思います。

大学生活は長いようで短い４年間です。皆さんの４年間が有意義なものになるよう願っていま

す。
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教 育 課 程

目 的 佐賀大学の目的は、次のように定められています。

佐賀大学は、教育基本法（平成18年法律第120号）第７条の規

定の趣旨にのっとり、国際的視野を有し、豊かな教養と深い専門

知識を生かして社会で自立できる個人を育成するとともに、高度

の学術的研究を行い、さらに、地域の知的拠点として、地域及び

諸外国との文化、健康、社会、科学技術に関する連携交流を通し

て学術的、文化的貢献を果たすことにより、地域社会及び国際社

会の発展に寄与する。」（佐賀大学学則第２条）

経済学部の目的は次のように定められています。

(学部の目的）

本学部は、経済学・経営学・法律学を柱として社会科学上の知

識と教養を授け、経済社会における問題を分析し解決できる人材

を育成することを目的とする。

(課程の目的）

本学部の各課程の目的は、次に掲げるとおりとする。

経済システム課程

グローバル化を深める国際社会及び現代経済社会の構造に

ついて、総合的に え、幅広い視野と専門的知識を持つ人材

を育成すること。

経営・法律課程

企業の経営・会計及び経済社会の規範である法律を学び、

企業経営と法政策について幅広い視野と専門的知識を持つ人

材を育成すること。

― ―1



教育課程のしくみ 教育課程（＝カリキュラム）とは、学校の教育目標を達成する

ために、学生の発達段階や学習能力に応じて、編成した教育内容

の計画のことです。本学部を卒業するためには、４年以上在学し、

所定の単位を修得しなければなりません。

本学部の教育課程は、教養教育科目と専門教育科目により構成

されています。

したがって、卒業要件は経済学部の教育課程に従い、教養教育

科目と専門教育科目の双方の単位を修得しなければなりません。

教養教育科目

大 学 入 門 科 目

共通基礎教育科目

外国語科目

健康・スポーツ科目

情報処理科目主 題 科 目

専門教育科目

必 修 科 目 演習

選択必修科目

学部入門科目

学部基礎科目

外書講読
ビジネス基礎英語
ビジネスコミュニケーション英語

選 択 科 目

自コースの専門科目

課程他コース専門科目

その他の選択科目

必 修 科 目：その単位を修得しなければ卒業できない科目

選択必修科目：定められた科目群の中から所定の単位数を修得しなければ卒業できない科目

選 択 科 目：開講されている科目群の中から各自の関心や興味に応じて自由に選択履修できる科目

― ―2



単 位 制 度

単 位 制 大学での授業は、すべて単位制度によって行われます。学生は、

科目の履修登録をし、授業を受け、かつ試験等で合格の評価を得

ることによって、その授業科目に設定された単位数を得ることに

なります。評価は秀・優・良・可・不可の標語で表し、秀・優・

良・可を合格、不可は不合格となります。定められた履修方法に

基づいて各授業を履修し、「卒業に必要な単位（数）」を修得する

ことになります。

本学の学則は、１単位の授業科目を、「45時間の学修を必要とす

る内容をもって構成することを標準とする」と定めています。

本学の時間割では、90分の授業をもって２時間の授業とみなし

ていますが、授業は、単位を修得するために必要な学修の一部な

のです。

例えば、２単位の講義形式の授業科目では、講義の時間は15回＝

30時間ですが、２単位を修得するために必要な学修時間は90時間

ですから、残りの60時間は、自学自習の時間を意味しています。

すなわち、講義形式の授業で２単位を修得するためには、授業

時間の２倍の自学自習時間を必要とします。授業を受けるに当

たっては、予習･復習を怠らないように努めてください。

学 期 本学の授業は１年間を２学期に分けて行われ、それぞれを前学

期、後学期と呼びます。

平成24年度については、前学期の授業開始日は４月６日㈮、後

学期は10月１日㈪からです。

授業は前学期、後学期で完結します。また、期間を定めて行わ

れる授業（集中講義）もあります。

１単位30～45時間

１単位15～30時間

単位数授業時間数

実験、実習及び実技科目

講義、演習科目

科 目 区 分
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履 修 手 続

履 修 授業を履修するためには、履修登録をする必要があります。い

かなる理由があろうと、これを怠ったり、誤ったりするとたとえ

試験を受けても単位が認定されないこととなりますので次の点に

注意して慎重に行ってください。（履修細則第５条ならびに別表Ⅱ

を参照のこと Ｐ27～Ｐ38）

履修科目の登録は、学内の総合情報基盤センターのコンピュー

タ端末を用いて行います。クラス指定の科目（外国語、健康・ス

ポーツ科目、情報処理）は、その科目の時間割にしたがって登録

します。同一曜日・校時の複数の授業科目を登録することはでき

ません。既に、合格している科目を登録することはできません。

履修可能学年が決まっていますので上級学年対象の科目の履修は

できません。

履修登録単位数の決まりがあります。年間に52単位、学期毎に

最大30単位を上限とします（教員免許取得に係る教職に関する科

目や集中講義の科目は、この制限の対象外です）。

必ず、所定の期間内に履修登録、追加・削除・修正を行ってく

ださい。

授業時間割 何曜日の何校時の時間枠に何年生対象の授業がどの教室で開講

されているかを表にあらわされているものです。

講義概要（シラバス) 開講される授業科目について、事前に立てられた講義内容や開

講期間中の進度、使用教材、テスト方法、成績評価方法などにつ

いて書かれた学習計画のことであります。

講義概要（シラバス）は、佐賀大学のホームページ上にあるオ

ンラインシラバスで見ることができます。

所属コース分け 入学するときは、課程別の所属になっていますが、一年生の修

了時に所属コースを選択することになります。コースの振り分け

は、できるかぎり希望に沿うようにしますが、希望数にアンバラ

ンスが生じたら、学部入門科目の成績を勘案し振り分けを行います。
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演習担当者 ２年生の５月下旬に所属コースの教員から演習担当教員を選択

します。演習は少人数により教育・研究を進めていくものですか

ら、演習登録人数に制限があります。教員の教育・研究について

の紹介がある「コース入門」の講義をよく聞いて演習担当教員を

選択する時の参 にしてください。

― ―5



授 業

授業 時 間 本学における授業時間は次のとおりです。

授業の欠席 授業を欠席する場合は、直接授業担当教員に申し出て指示に

従ってください。欠席の取り扱いについては理由の如何に関わら

ず全て授業担当教員に一任されております。なお、公欠の制度は

ありません。

休講・補講 授業担当教員の都合上、休講となる授業があります。休講につ

いては、掲示により連絡します。休講となった授業科目は原則補

講等を行います。これも掲示により連絡します。

16：20

↓

17：50

14：40

↓

16：10

13：00

↓

14：30

10：30

↓

12：00

８：50

↓

10：20

ⅤⅣⅢⅡⅠ

授業時間

校 時
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試 験

試験の種類 試験には、定期試験、追試験と再試験があります。

定期試験は、各学期末の定められた期間に行う試験です。

追試験は、定期試験を正当な理由により受験できなかった学生

に対し行う試験です。

再試験は、特殊な事情がある場合、授業担当教員と経済学部大

学教育委員会で協議して認めることがある試験です。

受験資格 所定の期日までに履修手続きをした科目の授業に出席し、授業

中の試験や要求された課題レポートを実施・提出していることが

必要です。

受験上の注意 ① 監督者の指示に従ってください。

② 学生証を机上に提示すること。学生証を忘れたり紛失したり

した場合は、教務課経済学部教務担当から定期試験受験許可証

の発行を受けてください。

③ 試験開始後10分までは入室を認めます。試験開始後30分を経

過しなければ退室することはできません。

④ 机上に置くことができるものは、筆記用具（筆箱を除く）、時

計（計時機能だけのもの）及び授業担当教員が指定したものだ

けです。

⑤ 試験中の物品の貸借や私語は禁止されています。

⑥ 退室に際し、答案用紙を持参の上、監督者に提出すること。

⑦ 答案用紙を室外へ持ち出すことは厳禁です。

⑧ 携帯電話・PHS等の電源は必ず切って、かばんの中等に入れ

てください（時計代わりの使用も認められません）。

定 期 試 験 定期試験は、前学期と後学期の年２回実施します。定期試験時

間割は、試験開始の１週間前に掲示により発表します。

受験者が試験室の試験定員を超える場合は、２室以上を使用す

ることもあるので、事前に掲示をみて、試験日、受験科目名及び

試験室の確認をしてください。
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追 試 験 就職試験、天災、交通機関の事故、病気、交通事故及び忌引き

（２親等以内）などのやむを得ない理由の範囲内で、定期試験を受

験できなかった授業科目について、所定の用紙に定期試験欠席の

理由を証明する書類を添えて定期試験期間終了後７日以内に経済

学部教務担当へ堤出しなければなりません。提出された書類につ

いて審査の上、経済学部大学教育委員会の議を経て教授会が追試

験受験を許可することがあります。

ただし、就職試験等で事前に定期試験を受験できないことが明

らかな場合は、事前に願い出なければなりません。

なお、就職試験とは、採用選 を伴う試験等をいい、会社説明

会及びインターンシップ等を含まないものとします。

また、就職試験による追試験の願い出を行うことができる者は、

原則として卒業年次学生に限るものとします。

追試験の日時については、後日決定します。

再 試 験 再試験を行うことが決まった授業科目については、受験を希望

する学生を募り、実施します。

不 正 行 為 定期試験において不正行為をしたときは、当該学生がその試験

期間中に受験したすべて試験科目の成績を無効となります（佐賀

大学成績判定等に関する規程）。

また、佐賀大学の学則に違反し、又は学生としての本分に反す

る行為をした場合は、教授会の議を経て、学長が懲戒します（佐

賀大学学則第39条）。
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成績･単位認定

成績 評 価 試験、レポート、出席状況等シラバスに記載している方法と基

準に従い評価します。

成 績 発 表 前学期科目の成績は９月上旬、後学期科目の成績は３月上旬に

学内の総合情報基盤センターにあるコンピュータ端末を用いて確

認できます。

成績問合せ 成績に関する問合せは、直接、授業担当教員に申し出ることに

なりますが、連絡が取れないなどの不都合を防ぐために面談の日

時を決め掲示します。面談希望の日時を経済学部教務担当へ申し

出てください。

電話・電子メール等による成績の問合せには、一切応じられま

せん。

可

69～60点

良

79～70点

優

89～80点

秀

100～90点

合 格判 定 不合格

評 定 59点以下

評 価 不可
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卒 業

卒業 要 件 経済学部を卒業するには、所定の期間（４年間）在学し、所定

の単位（教養教育科目41単位、専門教育科目84単位の合計125単位）

を修得しなければなりません（佐賀大学経済学部規則別表、佐賀

大学経済学部履修細則別表Ⅰ参照（Ｐ30）。

卒 業 判 定 教授会において卒業該当者が判定されます。その結果は３月上

旬に掲示します。前学期終了時において、４年以上在学し、卒業

所要単位及び要件を満たした場合は、９月卒業（９月下旬予定）

となります。なお、在学期間には休学期間は含みません。

卒業に必要な単位数

課 程 経済システム課程 経営・法律課程

法 務 管 理

コ ー ス

2

4

4

2

2

2

1

24

41

8

8

10

26

32

6

20

58

84

125

企 業 経 営

コ ー ス

2

4

4

2

2

2

1

24

41

8

8

10

26

32

6

20

58

84

125

総 合 政 策

コ ー ス

2

4

4

2

2

2

1

24

41

8

8

10

26

32

6

20

58

84

125

国際経済社会

コ ー ス

2

4

4

2

2

2

1

24

41

8

8

2

10

28

30

6

20

56

84

125

コ ー ス

教

養

教

育

科

目

合 計

中 計

小 計

選
択
科
目

小 計

専

門

科

目

必

修

科

目

中 計

共通主題科目

主題

科目

分野別主題科目

情報処理

科 目

健 康 ・

スポーツ

科 目

共
通
基
礎
教
育
科
目

外 国 語

科 目

大学入門科目

英語

独語、仏語

中国語、朝鮮語

講義・演習

実習

講義

演習Ⅰ

演習Ⅱ

専

門

教

育

科

目

学部入門科目

学部基礎科目

外書講読・

ビジネス基礎英語・

ビジネスコミュニケー

ション英語から

演 習

自コースの専門科目

課程他コース専門科目

その他の選択科目
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修学上の注意事項

再履修・指定外履修 履修した科目で不合格と判定された科目を再度履修することを

再履修といいます。

再履修は全科目について可能です。特に外国語科目については、

年次・学期及び受講クラスが指定されることがありますから掲示

等で確認してください。

指定された再履修クラスの授業が専門教育科目の必修科目等と

重なり、履修できない場合は申し出により、指定されたクラス以

外での再履修を許可することがあります。これを指定外履修とい

います。詳細は教養教育教務担当で掲示します。

演 習 演習（２年）は、在学期間（休学期間を除く）が１年６月なけ

れば履修することはできません。

演習（３年）は、演習（２年）を修得していなければ履修する

ことはできません。

演習（４年）は、演習（３年）４単位を修得していなければ履

修することはできません。

主題分野登録 １年後学期のはじめに、主題科目の分野を一つ選択し、「教養教

育運営機構」に主題分野の登録をして、登録した分野の授業科目

を８単位修得しなければなりません（登録前又は登録変更前に修

得した登録分野の単位も８単位の中に含みます）。

主題科目の登録分野として、「第２分野（思想と歴史）」及び「第

３分野（現代社会の構造）」は選択できません。

教育職員免許状 教育職員免許状の取得について Ｐ55～Ｐ58

経済学部学生の教育職員免許状取得に関する内規 Ｐ59～Ｐ75

教員免許状と介護等体験実習について Ｐ78～Ｐ79

を読んでください。

学内開放科目 学部で開講される専門教育科目の中で、他学部生が「主題科目」

として履修できる「学内開放科目」という科目があります。履修

を希望する学生は、開講する学部の授業時間割に留意して履修計

画を立ててください。
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学 籍 番 号 学生には、学籍簿の整理等、円滑かつ正確な事務遂行の必要上、

番号を付与しています。これが学籍番号です。この学籍番号は、

各自の学生証に記載してあるので、諸願書届や試験答案には氏名

と共に記入しなければなりません。場合によっては、学籍番号だ

けで処理されるものもあり、氏名と同様に重要であるので、各自

が覚えておいてください。

学 生 証 学生証は、あなたが佐賀大学の学生であることを証明する身分

証明書であり、入学の際に全員へ交付されます。

学生証は、常に携帯し、紛失や、汚損しないよう大切に扱って

ください。

万一、紛失や破損したときは、直ちに写真（たて3.5㎝×よこ2.5

㎝）を添えて、学務部教務課に、再交付願用紙に記入押印のうえ

再交付の手続をとってください。

卒業・退学等により本学の学籍を離れるときは、必ず学務部教

務課に学生証を返納してください。

学生への連絡方法 大学では、学生に伝達しなければならないことは、すべて掲示

をもって連絡します。

授業に関すること、試験に関すること、大学の行事に関するこ

と、あるいは呼び出しなど、学生生活と密接なつながりのある事

項が逐次新しく掲示されます。これを見落とすと、とりかえしの

つかないことがあるので、登校したら、まず掲示板を見る習慣を

身につけてください。

電話等による問合せには、答えないことになっています。なお、

電話による学生の呼び出しや住所の問合せには応じられないので、

父母、知人、下宿先等に十分周知してください。
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休 ・ 退 学 休学・退学等の手続きをする場合、学生委員と面談の上、願出

の用紙を学務部教務課に提出しなければなりません。

前学期休学・退学等希望の場合…３月末までに提出

後学期休学・退学等希望の場合…９月末までに提出

除 籍 下記のいずれかに該当する場合、「除籍」となります（佐賀大学

学則第49条）。

１ 通算して在学８年を超えてなお卒業できない者。

２ 所定の授業料を期日までに納入しない者。

証 明 書 各種証明書は、学務部（下表参照）で発行します。

証明書の交付は、（自動発行機による発行を除き）原則として交

付願提出日の２日後（窓口休業日を除く）の午後に行います。

急 病 等 学内で急に気分が悪くなったり、ケガした場合、あるいは急病

人、負傷者を見つけた場合は、保健管理センター（TEL28-8181）

に連絡してください。保健管理センターで応急処置をします。

遺 失 物 大学内の遺失物は、学生センターに保管してあるので、学生生

活課窓口にたずねてください。

各種証明書等の発行事務

証明書種類

学生センター

備

教務課（教務管理担当）、写真持参〇学生証（紛失又は汚損）①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

在学証明書

在学期間証明書

学生割引証

通学証明書

成績証明書

卒業証明書

卒業見込証明書

授業料免除等証明書

奨学金関係の証明書

自動車登録票

入学許可証明書

受験許可書

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

卒業された方を対象

４年生の４月から

教務課（教務管理担当）

学
生
生
活
課

窓 口

教

務

課

経
済
教
務

自
動
発
行
機
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貴 重 品 現金及び貴重品については、必ず目の届く場所に置くようにし

て、盗難の未然防止に努めてください。

施設や備付物品の管理上、また、学生諸君が楽しいキャンパス

ライフを送るために、各自、大学構内、特に教室内の整理整頓に

留意してください。また、火災防止の観点から学内における火気

使用は、厳禁とします。

交 通 規 制 本学では、教育・研究に支障がないよう、また、キャンパス内

の交通安全を守るために、自動車の構内乗り入れを規制していま

す。下記の基準に該当する場合に自動車での通学ができます。

なお、自転車を除く車両は、下校するとき以外、構内を移動さ

せてはいけません。

１ 公共交通機関を利用し片道通学時間が２時間以上の者

２ 身体障害・疾病等により必要な者

３ その他特別な理由により必要な者

また、自転車で通学する場合は、必ず所定の場所に置き、講義

棟周辺に放置しないこと。

授業料免除等 本人からの申請により、選 の上、授業料の全額又は半額が免

除されることがあります。また、免除のほか、徴収猶予等の制度

もあります。本学で取り扱っている奨学金には、独立行政法人日

本学生支援機構と地方公共団体及び民間育英団体のものがありま

す。詳細については、学生センター内学生生活課に問い合せてく

ださい。

そ の 他 学生のいろいろな疑問や悩み、困っていることの相談に応じる

「学生なんでも相談窓口」が学生センター内の学生生活課にありま

す。まずは、電話（0952―28―8200）や電子メール（voice＠mail.

admin.saga-u.ac.jp）で連絡してください。
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チューター(担任)制度について

経済学部では、学生の皆さんの修学、進路選択、心身の健康などの問題について相談役

となり、学生の皆さんが充実したキャンパスライフを送られる支援を目的とした、教員に

よるチューター（担任）制度を行っています。

具体的には、入学から１年間、大学入門科目の担当教員が皆さんのチューター（担任）

となり、前学期始め、前学期末、後学期末に簡単な面談を行います。

この面談以外でも、何かあれば気軽に担当教員へ相談してみてください。

その他にも、佐賀大学には、キャンパスライフにおけるいろいろな疑問や悩みを相談で

きる「学生なんでも相談窓口」、身体・精神面の健康上の問題について相談できる、保健管

理センターの「学生相談室」もあります。
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外国人留学生の特例

外国語科目 日本語を含め母国語以外の２ヶ国語を選択して履修することが

できます。

日 本 事 情 日本事情Ⅰ・Ⅱ・Ⅲは、主題科目の履修として扱います。

３科目６単位を修得した場合は、登録した主題分野の８単位の

うちに含めることができます。

(ただし、残りの２単位は、登録した主題分野から修得しなけれ

ばなりません）
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お 知 ら せ

インターネットの利用 １ ユーザーID

について 佐賀大学では、学生全員に総合情報基盤センターのユーザーID

が発行されます。ユーザーIDは学籍番号と同じで、大学の情報施

設を利用するときに使用します。

２ パソコンの設置された演習室

経済学部の学生は、学部の情報演習室、総合情報基盤センター、

附属図書館のパソコンを利用できます。

・第一情報演習室

経済学部１号館２階にあります。主に授業で利用しますが、空

き時間は利用できます。

入室には、学生証が必要です。自習に利用できる時間は、平日

８：30－17：15です。

・第二情報演習室

経済学部１号館１階にあります。原則として平日８：30－17：15

の時間に自習に利用できます。

・総合情報基盤センター

三つの演習室があります。学生は授業で使われていない演習室

を利用できます。

・附属図書館

検索用端末が使えます。また、パソコンを持参すれば、端末用

LANに接続できます。

３ 持ち込みのパソコンの利用

パソコンを持参すれば、教室や附属図書館の端末用 LANや端

末用無線 LANに接続してインターネットが使えます。詳しくは、

総合情報基盤センターに問合せて下さい。

４ その他

第二情報演習室には、スタッフ（相浦真二郎助手）が常駐して

います。質問などがあれば、たずねてください。
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研究図書室 研究図書室には、大学論集・紀要類、和洋雑誌、統計・白書・

年報類、会社史、和洋新聞など約８千タイトル、約20万冊以上の

資料を所蔵しており、学部教員だけでなく、大学院生・学生の誰

でもこれらの資料を閲覧することができます。

【研究図書室の利用方法】

１ 研究図書室の利用について

必ず受付を済ませてから利用してください。（所属ゼミ、学籍番

号・氏名、利用目的などを、備え付けの利用簿に記載すること）

利用時間は、８：30から17：15までです。

その他『利用細則』（研究図書室内に貼附）を参照してくださ

い。

２ 所蔵資料について

研究図書室の所蔵資料は、外部に持ち出すことができません。

利用後の所蔵資料は所定の場所に必ず戻してください。

所蔵資料をコピーしたい場合は、身分証明書(学生証)等を預か

ることにより、室外への一時的な帯出を認める場合があります。

３ 研究図書室のコピー機利用について

研究図書室のコピー機利用は、あらかじめ担当教員の許可がな

ければ利用できません。またその許された範囲でしか利用できま

せん。私用でのコピー機利用は一切禁止です。

４ その他

利用にあたっては、他の利用者に迷惑を及ぼすような行為は禁

止します。

研究図書室は、経済学部２号棟の２階にあり、２名のスタッフ

（大坪、深町）が担当しています。

地域経済研究センター 研究・教育の成果を地域社会に公開するとともに、地域社会と

協力して研究・教育を発展させることを目的に、平成元年に創設

されました。

(http://www.eco.saga-u.ac.jp/cres/)

【調査研究事業部】

⑴ 調査・研究の推進

・地域課題調査

・委託調査

⑵ 研究会等の開催

・「佐賀地域経済研究会」の開催
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【社会連携事業部】

⑴ 地域との連携

・市民の市民による市民のための佐賀大学 PR大使事業

・学生とシニアによるリサイクル活動を中心とした学内教育の活

性化事業

⑵ 学生の実践的教育・学習活動の推進

・実地研修「ウォッチング佐賀」の実施

・自主的な地域活動への支援（ぐるりん、留学生による語学講座

など）

⑶ 地域の生涯学習・学習活動への支援

・公開講座「みんなの大学」の開催

【情報化事業部】

・センター発行の調査研究報告書の提供

・センターHPの管理

地域経済研究センターは、経済学部３号棟１階にあり、スタッ

フ（池田智子助手）が担当しています。

自 習 室 経済学部は学生の学習効果を高めるために経済学部に自習室を

用意しています。講義がない、空いた時間帯に、ゆったりと予習、

復習できる場所の一つです。この部屋は、共同で利用しますので、

お互いに自習している他の人に迷惑をかけないよう注意して使用

してください。

佐賀大学経済学会 経済学会は経済学部の経済、経営、法律、政治学専攻の教員と

経済学部研究科院生、経済学部学生によって組織される学術団体

です。主な事業としては、

『佐賀大学経済論集』（年６回）の発行、

研究会・講演会（年４～５回）の開催、

『学会叢書』の発行、

『学生論集』（年２回）の発行、

他大学・研究機関の学術雑誌や官公庁の刊行物等の収集などを

行っており、学部・大学院での専門教育と研究に多大な貢献をし

ています。

学会の運営は各会員の会費でまかなわれていますから、学生は

入学時に一括納入してください。
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経済学部教員名簿

学部長（併） 平 地 一 郎

【経済システム課程】

（国際経済社会コース）

氏 名 (職名) 主な担当授業科目名

田 川 正二郎 教 授 基 本 統 計 学

宮 島 敬 一 教 授 日 本 社 会 史

ラタナーヤカ・ピヤダーサ 教 授 発展途上国経済論

畑 山 敏 夫 教 授 国 際 政 治 学

マッカーサー・ジョン・ダグラス 教 授 ビジネスコミュニケーション英語

中 村 博 和 教 授 経 済 数 学

都 築 治 彦 准教授 経 済 学 原 論

上 山 和 俊 准教授 計 量 経 済 学

谷 晶 紅 准教授 マクロ経済学概論

（総合政策コース）

氏 名 (職名) 主な担当授業科目名

米 倉 茂 教 授 金 融 論

納 富 一 郎 教 授 財 政 学

富 田 義 典 教 授 労 働 経 済 論

常 盤 洋 一 教 授 地 域 モ デ ル 論

中 西 一 教 授 地 方 財 政 論

品 川 優 准教授 農 政 経 済 論

戸 田 順一郎 准教授 経 済 地 理 学

森 周 子 准教授 社 会 政 策

【経営・法律課程】

（企業経営コース）

氏 名 (職名) 主な担当授業科目名

山 下 寿 文 教 授 経 営 分 析

木戸田 力 教 授 簿 記 ・ 会 計

平 地 一 郎 教 授 経 営 労 務 論

宮 崎 卓 朗 教 授 流 通 産 業 論

大 坪 稔 教 授 財 務 管 理 論

松 尾 陽 好 准教授 戦 略 経 営 論

山 本 長 次 准教授 経 営 管 理 論

安 田 伸 一 准教授 情 報 処 理 概 論

羽 石 寛 志 准教授 経営情報システム

小 川 哲 彦 准教授 管 理 会 計 論

三 好 祐 輔 准教授 企業論，証券論

山 形 武 裕 准教授 財 務 会 計 論

（法務管理コース）

氏 名 (職名) 主な担当授業科目名

樫 澤 秀 木 教 授 環 境 法

丸 谷 浩 介 教 授 社 会 保 障 法

中 山 泰 道 准教授 債 権 法 総 論

井 上 亜 紀 准教授 行 政 法 総 論

小 西 みも恵 准教授 商 法 総 則

奈 須 祐 治 准教授 憲 法 ・ 行 政 法

栗 林 佳 代 准教授 民 法
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役立 Ｑ＆Ａ

Ｑ：単位修得済みの科目を履修しなおすこと

はできますか？

Ａ：できません。一度、単位を修得した科目

の履修はできません。

Ｑ：不合格となった科目は必ず再履修しなけ

ればなりませんか？

Ａ：必修科目は再履修しなければなりません。

選択必修科目や選択科目は必ずしも再履修す

る必要はありません。

Ｑ：Live Campus履修登録修正時に科目の

取り消しや追加ができますか？

Ａ：修正期間中であれば何回でもできます。

ただし、一部の科目（主題科目等）について

は、修正できないものがあります。その場合

には、教務課へ申し出てください。

Ｑ：(年間 or学期で）履修登録に制限があり

ますか？

Ａ：あります。年間52単位、１学期30単位ま

でとなっています（修得単位数ではありませ

ん）。夏季休業や冬季休業期間中に開講される

集中講義や教員免許取得のための「教職科目」

はこの制限から外れます。

Ｑ：病気、忌引などで授業を欠席する場合は

どうすればいいですか？

Ａ：各自が欠席する科目の授業担当教員へ申

し出てください。

Ｑ：休講情報は学外から知ることができます

か？

Ａ：できます。大学のホームページから「在

学生の皆様」→「休講検索」を選び確認して

ください。

Ｑ：授業担当教員が教室へ来ない場合はどう

すればいいですか？

Ａ：その科目が教室の変更や休講ではないか

掲示等で確認をしてください。または、教務

課へ申し出てください。

Ｑ：教諭（中学・高校）になりたいのですが、

どのように授業をうければいいのですか？

Ａ：卒業するための要件単位とは別にかなり

の数の単位修得が必要です。基本的に免許取

得のための授業科目に受講年次や受講順序が

設定されていますので、計画的に履修する必

要があります。２年生次の４月中旬に教員免

許の取得に関してオリエンテーションを開催

しますので必ず参加してください。

Ｑ：定期試験時間割の発表はいつですか？

Ａ：試験開始日の１週間前に発表します。

Ｑ：定期試験を欠席（する）したのですがど

うすればいいですか？

Ａ：交通機関の遅延、忌引等やむを得ないと

認められる場合、追試験を許可することがあ

ります。本マニュアル（Ｐ８）に詳細を説明

していますので、熟読し、該当する場合は、

経済学部教務担当へ申し出てください。
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Ｑ：定期試験受験の際、「学生証」を忘れた場

合は、どうすればいいですか？

Ａ：教務課で「定期試験受験許可証」を発行

してもらってください。

Ｑ： 成績通知書」「履修時間割表」の再発行

はできますか？

Ａ：各自が、学内の総合情報基盤センターの

端末を使い、閲覧もしくは印刷をしてくださ

い。

Ｑ：成績評価について質問がある場合はど

うしたらいいですか？

Ａ：教務課に「授業担当教員への面談希望」

と申し出てください。

Ｑ：卒業できることはいつ頃わかりますか？

Ａ：４年生の３月初旬に教授会決定後に掲示

されますので各自で確認してください。保証

人にはお知らせしませんので連絡をお願いし

ます。

Ｑ：卒業式に出席できませんが、どうすれば

いいですか？

Ａ：（学位記授与式終了後）教務課に学位記

を取りに来られる（いつ頃）か送ってほしい

かを申し出てください。送付は受取人払いの

宅配便扱いとなります。

Ｑ：自習する場所はありますか？

Ａ：あります。基本的には附属図書館で勉強

してください。また、経済学部学生用の自習

室として教室等を用意しています。

自習室として指定している教室は、教務の

掲示板に示しています。

授業等で使われていない時間帯はそこで勉

強してもかまいません。

Ｑ：GPAによる成績評価とは何ですか？

Ａ：GPAは、Grade Point Average（グレー

ド・ポイント・アベレージ）の略で、大学に

おける学生の平 的な能力を評価する制度で

す。海外留学、海外の大学院進学、外資企業

への就職などの際に、学力を証明する指標と

して用いることができます。なお、GPAの詳

細については、大学入門科目の授業でも説明

があります。

Ｑ：主題科目の登録分野の確認はどうすれ

ばいいですか？

Ａ：総合情報基盤センターのパソコンを利

用して、「学業成績通知書」を学期ごとに出力

すると、「登録分野名」が記入してありますの

で、各自で登録が正しいか、確認してくださ

い。主題科目の単位数が足りていても登録分

野の単位が８単位に満たない場合、卒業がで

きません。

Ｑ：主題科目の登録分野の変更はできます

か？

Ａ：１年生の後学期の初めに分野を登録し

ますが、２年生の前・後学期のそれぞれの初

めに登録分野の変更ができますので、学生セ

ンター内教養教育教務担当の窓口に申し出て

ください。
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佐賀大学経済学部規則

（趣 旨）

第１条 佐賀大学経済学部（以下「本学部」という。）に関する事項は、国立大学法人佐賀大学規

則（平成16年４月１日制定）及び佐賀大学学則（平成16年４月１日制定。以下「学則」という。）

に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。

（学部の目的）

第１条の２ 本学部は、経済学・経営学・法律学を柱として社会科学上の知識と教養を授け、経

済社会における問題を分析し解決できる人材を育成することを目的とする。

（課程の目的）

第１条の３ 本学部の各課程の目的は、次に掲げるとおりとする。

⑴ 経済システム課程 グローバル化を深める国際社会及び現代経済社会の構造について、総

合的に え、幅広い視野と専門的知識を持つ人材を育成すること。

⑵ 経営・法律課程 企業の経営・会計及び経済社会の規範である法律を学び、企業経営と法

政策について幅広い視野と専門的知識を持つ人材を育成すること。

（入 学）

第２条 本学部に入学することのできる者は、学則第９条及び第14条に定めるところによる。

（課程及びコース）

第３条 本学部の課程に次のコースを置く。

２ このコースは、１年次修了後、別に定めるところにより決定する。

（教育課程の編成）

第４条 本学部の教育課程は、次の教育科目をもつて編成する。

教養教育科目

専門教育科目
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法務管理コース

企業経営コース
経営・法律課程

総合政策コース

国際経済社会コース
経済システム課程

コ ー ス課 程



２ 教養教育科目は、大学入門科目、共通基礎教育科目及び主題科目に区分する。

３ 共通基礎教育科目は、外国語科目、健康・スポーツ科目及び情報処理科目に区分する。

４ 主題科目は、分野別主題科目及び共通主題科目に区分する。

５ 専門教育科目は、専門科目とし、課程及びコース別に、必修科目及び選択科目に分ける。

（履修方法）

第５条 学生は、本学部の定める教育課程により、教養教育科目及び専門教育科目から成る別表

に示す単位を修得しなければならない。

２ 教養教育科目の授業科目、単位数及び履修方法は、佐賀大学教養教育科目履修規程（平成16

年４月１日制定）及び経済学部履修細則（平成16年４月１日制定）の定めるところによる。

３ 専門教育科目の授業科目、単位数及び履修方法は、経済学部履修細則の定めるところによる。

（履修手続）

第６条 学生は、履修しようとする授業科目について、各学期とも所定の期間内に定められた方

法により履修手続をしなければならない。ただし、学期の中途から開始される授業科目につい

ては、その都度履修手続をしなければならない。

（成績判定及び単位の授与）

第７条 授業科目を履修した場合には、成績判定の上、合格した者に対して所定の単位を与える。

２ 成績判定は、平素の学修状況、出席状況、学修報告、論文及び試験等によって行う。

３ 成績は、秀・優・良・可・不可の評語をもつて表し秀・優・良・可を合格とし、不可は不合

格とする。

（試 験）

第８条 試験は、各授業科目につき、学期ごとに行うことを原則とする。

２ 追試験及び再試験については、追試験及び再試験に関する経済学部内規の定めるところによ

る。

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等）

第９条 教育上有益と認めるときは、他の大学又は短期大学における授業科目の履修、大学以外

の教育施設等における学修及び入学前の他の大学又は短期大学における授業科目の履修により

修得した単位について、教授会の議を経て、認定する。

（転入学した者の履修科目等の認定）

第10条 転入学、編入学又は再入学した者の履修科目及び修得単位数は、教授会の議を経て、認

定する。
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（卒業の要件）

第11条 本学部を卒業するには、所定の期間在学し、第４条に定める教育課程を履修し、かつ、

所定の単位を修得しなければならない。

（科目等履修生）

第12条 科目等履修生に関する事項は、佐賀大学科目等履修生規程（平成16年４月１日制定）の

定めるところによる。

（特別聴講学生）

第13条 特別聴講学生に関する事項は、佐賀大学学生交流に関する規程（平成16年４月１日制定）

の定めるところによる。

（研 究 生）

第14条 研究生に関する事項は、佐賀大学研究生規程（平成16年４月１日制定）の定めるところ

による。

（外国人留学生）

第15条 外国人留学生に関する事項は、佐賀大学外国人留学生規程（平成16年４月１日制定）の

定めるところによる。

（公開講座）

第16条 学部の主催する公開講座については、教授会の議を経て、これを行うものとする。

（雑 則）

第17条 この規則に定めるもののほか、本学部に関し必要な事項は、教授会において定める。

附 則

この規則は、平成17年４月１日から施行する。

附 則

１ この規則は、平成17年４月１日から施行する。

２ 平成17年３月31日において現に在学する者（以下この項において「在学者」という。）及び平

成17年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、なお、

従前の例による。
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附 則（平成19年３月22日改正）

この規則は、平成19年４月１日から施行する。

附 則（平成19年５月18日改正）

１ この規則は、平成19年５月18日から施行し、平成19年４月１日から施行する。

２ 平成19年３月31日において現に在学する者（以下この項において「在学者」という。）及び平

成17年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学、編入学又は再入学する者について

は、なお、従前の例による。

附 則（平成19年12月21日改正）

この規則は、平成20年４月１日から施行する。

課 程 経済システム課程 経営・法律課程

コ ー ス 国際経済社会コース 総合政策コース 企業経営コース 法務管理コース

教養教
育科目

大学入門科目 2 2 2 2

共通基
礎教育
科 目

外国語
科 目

英 語 4 4 4 4

4 4 4 4

健康・
スポーツ
科 目

2 2 2 2

2 2 2 2

情報処
理科目

講 義 2 2 2 2

演 習 1 1 1 1

演 習

主題科目
分 野 別 主 題 科 目

24 24 24 24
共 通 主 題 科 目

小 計 41 41 41 41

専門教
育科目

専 門 科 目
必修科目 28 26 26 26

選択科目 56 58 58 58

小 計 84 84 84 84

合 計 125 125 125 125

独語、仏語
中国語、
朝鮮語

実 習

講義・演習

別表（第５条第１項関係）
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佐賀大学経済学部履修細則

（平成16年４月１日制定）

（趣 旨）

第１条 経済学部学生の専門教育科目の履修については、佐賀大学学則（平成16年４月１日制

定）、佐賀大学教養教育科目履修規程（平成16年４月１日制定）及び佐賀大学経済学部規則（平

成16年４月１日制定）に定めるもののほか、本細則による。

（教養教育科目）

第２条 主題分野の登録に当たっては、第２及び第３主題分野には登録しないものとする。

２ 登録前に修得した単位は登録後に必要な８単位の中に含めることができる。

３ 共通基礎教育科目における外国語科目は、英語と英語以外の外国語（独語、仏語、中国語、

朝鮮語）との二ヶ国語を履修しなければならない。

ただし、外国人留学生の二ヶ国語の履修については、この限りではない。

（専門教育科目）

第３条 佐賀大学経済学部規則第５条第３項の専門教育科目の授業料目、単位数及び履修方法は、

別表 及び による。

（履修手続）

第４条 佐賀大学経済学部規則第６条の履修手続は、前学期、後学期とも所定の期間までに終え

なければならない。

２ 所定の期間までに履修の手続を終えなければ、当該学期の単位は認定しない。

３ 履修科目として登録できる単位数の上限等については、別に定める。

（履修することができる専門教育科目）

第５条 別表 の授業料目（以下「科目」という。）のうち、１年次生又は２年次生から履修する

ことができる専門教育科目は次のとおりとする。

＊の科目は教員免許取得に関連した科目である。

１

年

経済システム課程 経営・法律課程

国際経済社会コース 総合政策コース 企業経営コース 法務管理コース

経済学基礎
日本経済論
基礎簿記
人権論
国際経済社会入門
総合政策入門
経済数学
マーケティング論
刑法
＊東アジア国際関係史
＊市民社会と倫理

経済学基礎
日本経済論
基礎簿記
人権論
国際経済社会入門
総合政策入門
経済数学
マーケティング論
刑法
＊東アジア国際関係史
＊市民社会と倫理

経済学基礎
日本経済論
基礎簿記
人権論
企業経営入門
法務管理入門
経済数学
マーケティング論
刑法
＊東アジア国際関係史
＊市民社会と倫理

経済学基礎
日本経済論
基礎簿記
人権論
企業経営入門
法務管理入門
経済数学
マーケティング論
刑法
＊東アジア国際関係史
＊市民社会と倫理
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２ ３年次生以上の者は、全科目履修することができる。ただし、演習（４年）は、４年次生以

上の者に限る。

（外書講読の履修方法）

第６条 外書講読の履修方法は、別に定める。

（演習の履修方法）

第７条 演習の履修については、次の各号の定めによる。

⑴ 演習の履修は２年次生後学期から開始し、２年半にわたり10単位を履修しなければならな

い。その履修方法については別に定める。

⑵ 演習は半期登録を原則とし、半期修了の時点で新たに登録しなければならない。

⑶ 人員等の理由により、登録希望者を選抜することがある。選抜に漏れた場合、新たに登録

しなければならない。

２ 演習の履修要件については、別に定める。

（教育職員免許状の取得及び教育実習）

第８条 教育職員免許状の取得及び教育実習については，別に定める内規による。

（雑 則）

第９条 この細則に定めるもののほか、本学部に関し、必要な事項は教授会において定める。

附 則

この細則は、平成16年４月１日から施行する。

附 則（平成17年２月２日改正）

１ この細則は、平成17年４月１日から施行する。

２ 平成17年３月31日において現に在学する者（以下この項において「在学者」という。）及び平

経済システム課程・経営法律課程

国際経済社会コース・総合政策コース・企業経営コース・法務管理コース

２

年

理論経済学
国際交流実習
国際経済論
発展途上国経済論
実践経済学
地方財政論
金融論
会計学原理
経営社会学
法学概論
物権法
労働法
＊＊特殊講義
＊東洋史要説
＊倫理学要論

経済学原論
理論経済学
国際協力論
基本統計学
経済政策
地方財政論
地域モデル論
情報処理概論
原価計算論
統治機構論
契約法
刑法
演習（２年）
＊自然地理学

ビジネス基礎英語
経済学原論
経済数学
基本統計学
財政学総論
公共政策学
地域経済論
簿記・会計
契約法
行政法総論
商法総則
社会保障法
＊日本近現代史
＊社会学要論

ビジネスコミュニケーション英語
経済学史
国際経済社会論
地域と政策
財政学総論
金融論
経営学
マーケティング論
会社法
民法総則
環境法
社会保障法
＊日本史上の市（いち）と都市
＊哲学要論

＊印の科目は教員免許取得に関連した科目である。

＊＊印の科目は３年次生以上に受講を制限する場合がある。
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成17年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、なお

従前の例による。

附 則（平成17年５月11日改正）

この細則は、平成17年５月11日から施行し、平成17年４月１日から適用する。

附 則（平成18年２月１日改正）

１ この細則は、平成18年４月１日から施行する。

２ 平成18年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び

平成18年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、な

お従前の例による。

附 則（平成18年３月８日改正）

１ この細則は、平成18年４月１日から施行する。

２ 平成18年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び

平成18年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、な

お従前の例による。

附 則（平成18年３月20日改正）

１ この細則は、平成18年４月１日から施行する。

２ 平成18年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び

平成18年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、な

お従前の例による。

附 則（平成19年２月７日改正）

この細則は、平成19年４月１日から施行する。ただし、第３条及び第５条については、平成19

年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び平成19年

４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、なお従前の

例による。

附 則（平成20年１月30日改正）

１ この細則は、平成20年４月１日から施行する。

２ 平成20年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び

平成20年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、な

お従前の例による。

附 則（平成21年１月21日改正）

１ この細則は、平成21年４月１日から施行する。

２ 平成21年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び

平成21年４月１日以降において在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、な

お従前の例による。
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附 則（平成21年３月６日改正）

１ この細則は、平成21年４月１日から施行する。

２ 平成21年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び

在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、なお従前の例による。

附 則（平成22年２月17日改正）

１ この細則は、平成22年４月１日から施行する。

２ 平成22年３月31日において現に在学する者（以下「在学者」という。）及び在学者の属する年

次に転入学又は再入学する者については、なお従前の例による。

３ 前項の規定にかかわらず、在学者及び在学者の属する年次に転入学又は再入学する者が修業

年限を越えて在学する場合は、改正後の規定を適用する。

附 則（平成23年１月26日改正）

１ この細則は、平成23年４月１日から施行する。

２ 平成23年３月31日において現に在学する者（以下この項において、「在学者」という。）及び

在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、なお従前の例による。

附 則（平成24年２月15日改正）

１ この細則は、平成24年４月１日から施行する。

２ 平成24年３月31日において現に在学する者（以下、この項において「在学者」という。）及び

在学者の属する年次に転入学又は再入学する者については、なお従前の例による。

8

8

4

4

自コースの専門科目

課程他コース専門科目

その他の選択科目

30

6

20

32

6

20

32

6

20

32

6

20

（注)その他の選択科目の20単位は経済学部の専門科目のほか、教養教育科目（主題科目に限る。）、共通専門

教育科目（２単位まで）及び他学部指定科目で充当することができる。他学部指定科目は別途定める。

なお、経済学部の専門科目は、必修科目（学部入門科目、学部基礎科目）と選択科目（コース専門科

目、課程他コース専門科目、教員免許取得用科目）のことである。

卒業に必要な単位数 84

58585856小 計

26262628小 計

必

修

科

目

法務管理コース企業経営コース総合政策コース国際経済社会コース

経営・法律課程経済システム課程

別表Ⅰ 専門教育科目（必修科目・選択科目）

課程

コース科目

学 部 入 門 科 目

学 部 基 礎 科 目

外書講読、ビジネス基礎英語⎫
⎬
⎭ビジネスコミュニケーション英語から

演 習（３ 年）

演 習（４ 年）

8

8

2

4

4

8

8

4

4

8

8

4

4

222演 習（２ 年） 2
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2

⎫

⎬

⎭

2

コ ー ス 必 修 科 目

学 部 基 礎 科 目

2

2

2

2

2

マクロ経済学概論

マクロ経済分析

2

2

計量経済学Ⅰ

計量経済学Ⅱ

基本統計学Ⅰ

基本統計学Ⅱ

特殊講義

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

日本社会史Ⅱ

日本社会史Ⅰ

西洋経済史Ⅱ

西洋経済史Ⅰ

日本経済史Ⅱ

2

2

2

2

2

日本経済史Ⅰ

発展途上国経済論

国際経済社会論

国際政治学

現代政治論

2

2

2

2

2

国際金融論

経済数学Ⅱ

経済数学Ⅰ

国際協力論

国際経済論Ⅱ

コ ー ス 専 門 科 目

2国際交流実習

理論経済学Ⅱ

経済学原論Ⅱ

経済学史Ⅰ

経済学史Ⅱ

国際経済論Ⅰ

2

2

2

2

2

2演習（２年）

ビジネスコミュニケーション英語

ビジネス基礎英語

外書講読 2

2

1

国際経

済社会入門又は総合政策入

門の単位を必要とす

2

⎫

⎬

⎭

8

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

地域と政策

経営学

契約法Ⅰ

会社法

総合政策入門

国際経済社会入門

人権論

基礎簿記

日本経済論

経済学基礎 2

2

2

2

2

2

⎫

⎬

⎭

8

８単位のうち、少なくとも

２単位については、

授業科目）

経済システム課程（国際経済社会コース)

る。

選

択

科

目

学 部 入 門 科 目

必

修

科

目

備単位数授 業 科 目区 分

別表Ⅱ 専門教育科目（コース別

（４年）

2

2

（前・後期４単位）

（前・後期４単位）

演習（３年）

演習

1特殊講義

― ―3

ページにおさめた し縮めています。かったので枠を少１



教員免許取得用科目

2

2

2

2

2

職業指導

市民社会と倫理

倫理学要論

哲学要論Ⅰ

環境と人間の組織社会学

2

2

2

2

2

社会学要論

自然地理学

西洋史要説

東アジア国際関係史

東洋史要説

2日本史要説

日本近現代史

日本社会経済史

日本史上の市（いち）と都市

文献資料・遺構にみる交流の 古学

古墳文化研究演習

2

2

2

2

2

選

択

科

目

2

2

2

2

2

地方財政論Ⅱ

地方財政論Ⅰ

財政学総論Ⅱ

財政学総論Ⅰ

経済政策

実践経済学（実地研修） 2

課程他コース専門科目

金融論Ⅰ

金融論Ⅱ

公共政策学

地域モデル論

社会政策

2

2

2

2

2

福祉社会論

社会保障論

労使関係システム

労働経済論

NPO論

2

2

2

2

2

サービス産業論

日本農業論

農政経済論

地域調査論

地域農業論

2

2

2

2

2

2特殊講義

2

2

経済地理学

地域システム論

区 分 授 業 科 目 単位数 備

特殊講義 1

2古墳文化研究演習

地域経済論 2
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選

択

科

目

コ ー ス 必 修 科 目

学 部 基 礎 科 目

経済システム課程（総合政策コース）

備単位数授 業 科 目区 分

2福祉社会論

地方財政論Ⅰ

地方財政論Ⅱ

2

2

公共政策学

金融論Ⅰ

金融論Ⅱ

地域モデル論

社会政策

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

財政学総論Ⅱ

財政学総論Ⅰ

経済政策

実践経済学（実地研修）

ビジネスコミュニケーション英語

（前・後期４単位）

（前・後期４単位）

2

2

2

2

ビジネス基礎英語

演習（４年）

演習（３年）

演習（２年）

会社法

2

2

2

2

2

2

⎫

⎬

⎭

8

契約法Ⅰ

経営学

地域と政策

経済学原論Ⅰ

理論経済学Ⅰ

学 部 入 門 科 目

８単位のうち、少なくとも

２単位については、国際経

済社会入門又は総合政策入

門の単位を必要とする。

2

2

2

2

2

2

⎫

⎬

⎭

8

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

国際経済社会入門

総合政策入門

必

修

科

目

2

2

2

2

2

日本農業論

サービス産業論

NPO論

労働経済論

労使関係システム

社会保障論 2

農政経済論

地域調査論

地域農業論

地域システム論

経済地理学

2

2

2

2

2

外書講読

特殊講義

2

2

コ ー ス 専 門 科 目

1特殊講義

2地域経済論
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教員免許取得用科目

2

2

2

2

2

職業指導

市民社会と倫理

倫理学要論

哲学要論Ⅰ

環境と人間の組織社会学

2

2

2

2

2

社会学要論

自然地理学

西洋史要説

東アジア国際関係史

東洋史要説

2日本史要説

日本近現代史

日本社会経済史

日本史上の市（いち）と都市

文献資料・遺構にみる交流の 古学

古墳文化研究演習

2

2

2

2

2

選

択

科

目

2

2

2

2

2

経済学史Ⅱ

経済学史Ⅰ

経済学原論Ⅱ

理論経済学Ⅱ

国際交流実習

課程他コース専門科目

国際経済論Ⅰ

国際経済論Ⅱ

国際協力論

経済数学Ⅰ

経済数学Ⅱ

2

2

2

2

2

国際金融論

現代政治論

国際政治学

国際経済社会論

発展途上国経済論

2

2

2

2

2

日本経済史Ⅰ

日本経済史Ⅱ

西洋経済史Ⅰ

西洋経済史Ⅱ

日本社会史Ⅰ

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

基本統計学Ⅱ

基本統計学Ⅰ

計量経済学Ⅱ

計量経済学Ⅰ

マクロ経済分析

2

2

マクロ経済学概論

日本社会史Ⅱ

特殊講義 2

区 分 授 業 科 目 単位数 備

1特殊講義

2古墳文化研究演習
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外書講読 2

コ ー ス 専 門 科 目

2

2

2

2

2

経営情報システムⅡ

経営情報システムⅠ

情報処理概論Ⅱ

財務会計論

実践会計

2

2

2

2

2

国際会計論

監査論

経営分析

原価計算論

管理会計論

2経営社会学

戦略経営論

流通産業論

証券論

企業論

経営管理論

2

2

2

2

2

必

修

科

目

法務管理入門

企業経営入門

人権論

基礎簿記

日本経済論

経済学基礎 2

2

2

2

2

2

⎫

⎬

⎭

8

８単位のうち、少なくとも

２単位については、企業経

営入門又は法務管理入門の

単位を必要とする。

学 部 入 門 科 目

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

地域と政策

経営学

契約法Ⅰ

2

2

2

2

2

2

⎫

⎬

⎭

8

会社法

演習（２年）

演習（３年）

演習（４年）

ビジネス基礎英語

2

2

2

2

（前・後期４単位）

（前・後期４単位）

ビジネスコミュニケーション英語

会計学原理

情報処理概論Ⅰ

財務管理論

2

2

2

2

2

2

2

2

マーケティング論Ⅱ

マーケティング論Ⅰ

簿記・会計

流通経済論

2

2

経営労務論

経営組織論

経営史 2

区 分 授 業 科 目 単位数 備

経営・法律課程（企業経営コース）

学 部 基 礎 科 目

コ ー ス 必 修 科 目

選

択

科

目

2特殊講義

特殊講義 1
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2

2

2

職業指導

市民社会と倫理

倫理学要論

備単位数授 業 科 目区 分

2労働法Ⅱ

経済法Ⅰ 2

経済法Ⅱ

国際経済法

環境法

国際環境法

労働法Ⅰ

2

2

2

2

2

2

2

2

2

商行為法

商法総則

民事手続法

不法行為法

2

2

2

2

2

契約法Ⅱ

債権法総論

物権法Ⅱ

物権法Ⅰ

民法総則

2

2

2

刑法Ⅱ

刑法Ⅰ

地方自治法

課程他コース専門科目

法学概論Ⅰ

法学概論Ⅱ

統治機構論

行政法総論

行政救済法

2

2

2

2

2

選

択

科

目

2

2

2

2

2

日本社会経済史

日本近現代史

日本史要説

特殊講義

社会保障法Ⅱ

社会保障法Ⅰ 2

日本史上の市（いち）と都市

文献資料・遺構にみる交流の 古学

古墳文化研究演習

東洋史要説

東アジア国際関係史

2

2

2

2

2

西洋史要説

自然地理学

社会学要論

環境と人間の組織社会学

哲学要論Ⅰ

2

2

2

2

2

教員免許取得用科目

特殊講義 1

2古墳文化研究演習
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社会保障法Ⅱ

特殊講義

2

2

2外書講読

選

択

科

目

コ ー ス 必 修 科 目

学 部 基 礎 科 目

経営・法律課程（法務管理コース）

備単位数授 業 科 目区 分

2物権法Ⅰ

行政救済法

地方自治法

2

2

刑法Ⅰ

刑法Ⅱ

民法総則

2

2

2

2

2

2

2

2

行政法総論

統治機構論

法学概論Ⅱ

法学概論Ⅰ

ビジネスコミュニケーション英語

（前・後期４単位）

（前・後期４単位）

2

2

2

2

ビジネス基礎英語

演習（４年）

演習（３年）

演習（２年）

会社法

2

2

2

2

2

2

⎫

⎬

⎭

8

契約法Ⅰ

経営学

地域と政策

経済学原論Ⅰ

理論経済学Ⅰ

学 部 入 門 科 目

８単位のうち、少なくとも

２単位については、企業経

営入門又は法務管理入門の

単位を必要とする。

2

2

2

2

2

2

⎫

⎬

⎭

8

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

企業経営入門

法務管理入門

必

修

科

目

2

2

2

2

2

商法総則

民事手続法

不法行為法

契約法Ⅱ

債権法総論

物権法Ⅱ 2

商行為法

経済法Ⅰ

経済法Ⅱ

2

2

2

国際経済法

環境法

国際環境法

労働法Ⅰ

労働法Ⅱ

2

2

2

2

2

コ ー ス 専 門 科 目

2社会保障法Ⅰ

特殊講義 1
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課程他コース専門科目

教員免許取得用科目

2

2

2

2

2

哲学要論Ⅰ

環境と人間の組織社会学

社会学要論

自然地理学

西洋史要説

2

2

2

2

2

東アジア国際関係史

東洋史要説

古墳文化研究演習

文献資料・遺構にみる交流の 古学

日本史上の市（いち）と都市

2経営情報システムⅡ

特殊講義

日本史要説

日本近現代史

日本社会経済史

2

2

2

2

選

択

科

目

2情報処理概論Ⅰ

財務管理論

経営組織論

経営労務論

流通経済論

簿記・会計

2

2

2

2

2

マーケティング論Ⅰ

マーケティング論Ⅱ

経営史

経営社会学

戦略経営論

2

2

2

2

2

流通産業論

証券論

企業論

経営管理論

管理会計論

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

情報処理概論Ⅱ

財務会計論

実践会計

国際会計論

監査論

2

2

経営分析

原価計算論

経営情報システムⅠ 2

区 分 授 業 科 目 単位数 備

倫理学要論

市民社会と倫理

職業指導

2

2

2

会計学原理 2

1特殊講義

古墳文化研究演習 2
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( ）内は開講学部

＊印の授業科目は、４年生のみ受講できる。

平成19年度入学生から適用する。

（文化教育学部）

国際連合論

環境行政

環境問題と対策

（文化教育学部）

生活経営論

（文化教育学部）

エネルギー環境論

（農学部）

食料流通経済学

＊環境地理学

（文化教育学部）

東南アジア国際関係論

アジア経済論

欧米文化論

朝鮮政治文化論

朝鮮現代政治史

近代ヨーロッパ社会史

近代ヨーロッパの国家と社会

イギリス政治史

国際社会の正義と秩序Ⅰ

国際社会の正義と秩序Ⅱ

３ 年

（文化教育学部）

現代欧米の法と政治Ⅱ
２ 年

法務管理コース企業経営コース総合政策コース国際経済社会コース

コース

受講年次

経営・法律課程経済システム課程課 程

他学部指定科目の履修については、次のとおりコース毎に授業科目が指定されているので、自

分の該当するコースから履修すること。

他 学 部 指 定 科 目 一 覧
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佐賀大学学士力 について

佐賀大学 学士力」とは、佐賀大学の学士課程で学習する学生が、卒業までに身につける能力
を定めたものです。佐賀大学では、学士力に示した能力を学生に身につけさせることを目指し、
教育を行っています。

佐賀大学 学士力
佐賀大学では、基礎的及び専門的な知識と技能に基づいて課題を発見し解決する能力を培い、

個人として生涯にわたって成長し、社会の持続的発展を支える人材を養成する。そのために、佐
賀大学の学士力を次のとおり位置づける。

１．基礎的な知識と技能
⑴ 文化と自然

世界を認識するための幅広い知識を有機的に関連づけて修得し、文化（芸術及びスポーツ
を含む）的素養を身につけている。

⑵ 現代社会と生活
健全な社会や健康な生活に関する種々の知識を修得し、生活の質の向上に役立てることが

できる。
⑶ 言語・情報・科学リテラシー
① 日本語による文書と会話で他者の意思を的確に理解できるとともに、自らの意思を表現
し他者の理解を得ることができる。英語を用いて、専門分野の知識を修得でき、自己の
えを発信できる。初修外国語を用いて、簡単な会話ができ平易な文章を読み書きできる。

② 情報を収集し、その適正を判断でき、適切に活用・管理できる。
③ 科学的素養を有し、合理的及び論理的な判断ができる。

⑷ 専門分野の基礎的な知識と技法
専門分野において、基本概念や原理を理解して説明でき、一般的に用いられている重要な

技法に習熟している。

２．課題発見・解決能力
⑴ 現代的課題を見出し、解決の方法を探る能力

現代社会における諸問題を多面的に 察し、その解決に役立つ情報を収集し分析できる。
⑵ プロフェッショナルとして課題を発見し解決する能力

専門分野の課題を発見し、その解決に向けて専門分野の基礎的な知識と技法を応用するこ
とができる。

⑶ 課題解決につながる協調性と指導力
課題解決のために、他者と協調・協働して行動でき、また、他者に方向性を示すことがで

きる。

３．個人と社会の持続的発展を支える力
⑴ 多様な文化と価値観を理解し共生に向かう力

文化や伝統などの違いを踏まえて、平和な社会の実現のために他者の立場で物事を える
ことができる。また、自然環境や社会的弱者に配慮することができる。

⑵ 持続的な学習力と社会への参画力
様々な問題に積極的に関心を持ち、自主的・自律的に学習を続けることができる。自己の

生き方を 察し、主体的に社会的役割を選択・決定し、生涯にわたり自己を活かす意欲がある。
⑶ 高い倫理観と社会的責任感

高い倫理観を身につけ社会生活で守るべき規範を遵守し、自己の能力を社会の健全な発展
に寄与しうる姿勢を身に付けている。

備
１．各項目の実施組織および実施方法は、別に定める。
２．各項目に対応する授業科目の数・単位数は、学部が定めるところによる。

― ―40



ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針)

経済学部

【学位授与の方針】

教育目標に照らして学生が身につけるべき以下の具体的学習成果の達成を学位授与の方針とす

る。また、学則に定める所定の単位取得した者には、教授会の議を経て、学長が卒業を認定し、

学位記を授与する。

経済システム課程

１．知識と技能

⑴ 経済分析に必要な知識、政策系の経済学の諸分野の知識を有する。

⑵ 社会科学の知識に基づき社会の諸事象を多面的に把握する姿勢を有する。

⑶ 情報の収集と分析、他者とのコミュニケーション、意見表明などに必要な基本的な能力を

有する。

２．課題発見・問題解決能力

⑴ 文化・自然・現代社会と生活に関する授業科目を履修・修得し、自立した個人として生き

るための文化的素養を身につけている。

⑵ 社会や経済の課題を見出し、その解決に向けて専門的知識を用いる基礎的能力を有する。

３．個人と社会の発展を支える力（意欲と向上心）

⑴ 社会や経済の諸問題に強い関心を維持し、自律的に学習を続ける意欲を有する。

⑵ 物事を多面的に捉え、環境や他者に配慮しつつ、社会や生活の向上に向かう意欲と態度を

有する。

経営・法律課程

１．知識と技能

⑴ 経営学の諸分野の知識、経済にかかわる法律学の諸分野の知識を有する。

⑵ 社会科学の知識に基づき社会の諸事象を多面的に把握する姿勢を有する。

⑶ 情報の収集と分析、他者とのコミュニケーション、意見表明などに必要な基本的な能力を

有する。

２．課題発見・問題解決能力

⑴ 文化・自然・現代社会と生活に関する授業科目を履修・修得し、自立した個人として生き

るための文化的素養を身につけている。

⑵ 社会や経済の課題を見出し、その解決に向けて専門的知識を用いる基礎的能力を有する。

３．個人と社会の発展を支える力（意欲と向上心）

⑴ 社会や経済の諸問題に強い関心を維持し、自律的に学習を続ける意欲を有する。

⑵ 物事を多面的に捉え、環境や他者に配慮しつつ、社会や生活の向上に向かう意欲と態度を

有する。
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カリキュラム・ポリシー（課程編成・実施の方針)

【課程編成・実施の方針】

教育方針を具現化するため、以下の方針のもとに教育課程を編成し、教育を実施する。

１．教育課程の編成

⑴ 専門教育科目と教養教育（全学教育）科目を体系的・順次的に配置し、年間に履修可能な

科目数の上限を設定し、４年間かけて履修するよう教育課程を編成する。

⑵ 教養教育科目においては３つの分野を通じて基本的知識を修得する。

⒤ 基礎的な知識と技能の分野

文化・自然、現代社会と生活に関する授業科目（主題科目、共通主題科目、健康・スポー

ツ科目）、言語・情報・科学リテラシーに関する授業科目（外国語科目、情報処理科目）

を、必修および選択必修として幅広く履修する。

ii 課題発見・解決能力の分野

様々な課題を探求し、少人数クラスでの検討を通じて解決の道を探るための授業科目（大

学入門科目）と現代的な課題を発見・探求し、問題解決につながる協調性と指導力を身に

つけるための科目を選択して学ぶ（共通主題科目）。

iii 個人と社会の持続的発展を支える力、ないしは、社会を担う個人としての資質の分野）

他者を理解し共生する力や高い倫理観・社会的責任感に関する授業科目を幅広く履修する

（主題科目、共通主題科目）。主題科目に関しては、社会科学系以外の自然や人文系科目を

選択することを促し、幅広い知識・情報を身につけるよう教育課程を編成する。

⑶ 教育組織を２課程・４コースに分け、以下の方針にそって専門科目を配置する。

① 経済学・経営学・経済にかかわる法律学の基本的知識を学習するために、各コースに「学

部入門科目」「学部基礎科目」「コース基礎科目」を選択必修科目として配置する。

② 読解力・文章作成力、意見表明能力を養成するために、２年生後期から４年生まで必修

科目として演習を配置する。

③ 専門分野の知識を学習するために、「コース専門科目」と「課程専門科目」を選択科目と

して配置する。

④ 幅ひろく専門知識を修得するため、「他課程・他コースの専門科目」を選択科目として配

置する。

⑤ 現実の把握と分析に理論を応用し、問題発見・解決能力を養成するために実地型授業を

配置する。

⑥ 国際化に対応する能力を養成するために、外書講読や「ビジネス基礎英語」「ビジネスコ

ミュニケーション英語」などの実践型語学科目を配置する。

２．教育の実施体制

⑴ 各授業科目の教育については、定められた人事方針のもと高度な専門性と教育力を有する

教員を配置し、実施する。

⑵ 上記の教育課程の方針を徹底するため各コースに主任と教育委員を配置する。

３．教育・指導の方法

⑴ 教育方法として、講義形式による授業と演習方式による授業とを組み合わせ、多様でバラ

ンスのとれた教育課程を実施する。

⑵ 演習では、少人数による知識や読解力の養成とともに、意見表明能力や問題発見・解決能

力を養う授業を実施する。
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４．成績の評価

⑴ 授業科目の学習内容、到達目標、成績評価の方法・基準をシラバスなどによって学生に周

知する。

⑵ 教員は試験問題を保存・公開し、学生との面談の機会を設けて説明責任を果たす。

５．以上のように編成された教育課程を修得することにより、経済学部ではすべての学生が学士

力を身につけることが可能となる（別表）。

学士力（大項目） 学士力（小項目) 授 業 科 目

１ 基礎的な知

識と技能

⑴ 文化と自然 健康・スポーツ科目

主題科目

⑵ 現代社会と生活 健康・スポーツ科目

主題科目

⑶ 言語・情報・科学リテラシー 外国語科目

外書講読

ビジネス基礎英語

ビジネスコミュニケーション英語

情報処理科目

学部入門科目

⑷ 専門分野の基礎的な知識と技

能

学部入門科目

学部基礎科目

２ 課題発見・

解決能力

⑴ 現代的課題を見出し、解決の方

法を探る能力

演習（２・３・４年）

⑵ プロフェッショナルとして課

題を発見し解決する能力

自コース専門科目

課程他コース専門科目

その他の選択科目

⑶ 課題解決につながる協調性と

指導力

大学入門科目

演習（２・３・４年）

３ 個人と社会

の持続的発展

を支える力

⑴ 多様な文化と価値観を理解し

共生に向かう力

主題科目

⑵ 持続的な学習力と社会への参

画力

演習（２・３・４年）

自コース専門科目

課程他コース専門科目

その他の選択科目

⑶ 高い倫理観と社会的責任感 主題科目

別表 経済学部の「卒業に必要な単位数」と「佐賀大学の学士力」

注：外書講読は経済システム課程国際経済社会コースの専門科目
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経済学部の履修モデル

各コースにそれぞれ二つのモデルを示しています。このモデルを参 にしながら、自分で履修

計画を立ててください。なお、ここに示されている科目は、在学中に必ず開講されますが、年度

によっては開講されない場合、または、開講学期が変更される場合があります。

経
済
シ
ス
テ
ム
課
程

国際経済社会コース

「理論経済系」

履修モデル

グローバル化の著しい現代経済社会を理解

するのに不可欠な経済理論を学びます。

「国際経済系」

履修モデル

グローバル化する世界経済の理論的、実証

的分析について学びます。

「経 済 政 策」

履修モデル

一国の経済運営にとって大切な財政・金融

政策などの経済政策を中心に学びます。

「地 域 経 済」

履修モデル

私たちの根ざす地域社会の地方財政・雇用

対策・福祉政策を中心に学びます。

経
営
・
法
律
課
程

企 業 経 営 コ ー ス

「会 計 学」

履修モデル

企業活動に関する情報をどのように作成す

るかについて学びます。

「経 営 学」

履修モデル

企業の仕組みを理解するために組織や資金

の調達方法などについて学びます。

法 務 管 理 コ ー ス

「公共政策法」

履修モデル

私たちの生活をとりまく国や自治体の活動

に関する法を中心に学びます。

「ビジネス法」

履修モデル

個人や企業の私的経済活動に関する法を中

心に学びます。

総 合 政 策 コ ー ス
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科目区分
大学入門科目(教養)

共通基礎教育科目(教養)
主題科目(教養)

学部入門科目

(専門必修)

学部基礎科目

(専門必修)

外書講読・英語

（専門必修)

演 習

(専門必修)

自コース専門科目

(専門選択)

課程他コース

専門科目(専門選択)

その他の選択科目

(専門選択)

学 期

ごとの

単位数

卒業要件単位 17 24 8 8 2 10 30 6 20 125

１年次・前学期

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習Ⅰ

主題科目×３
国際経済社会入門

総合政策入門
20

１年次・後学期
外国語×２

スポーツ実習
主題科目×３

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

経済数学Ⅰ 19

２年次・前学期 外国語×２ 主題科目×３

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

経営学

契約法Ⅰ

ビジネス基礎英語
経済数学Ⅱ

基本統計学Ⅰ
22

２年次・後学期 外国語×２ 主題科目×３
地域と政策

会社法
演習（２年）

理論経済学Ⅱ

経済学原論Ⅱ

経済学史Ⅰ

基本統計学Ⅱ

情報処理概論 24

３年次・前学期 演習（３年）

経済学史Ⅱ

マクロ経済学概論

計量経済学Ⅰ

経済政策

財政学総論Ⅰ

地域モデル論

経済法Ⅰ 16

４年次・前学期 演習（４年）
日本経済史Ⅰ

西洋経済史Ⅰ
6

４年次・後学期 演習（４年）
日本経済史Ⅱ

西洋経済史Ⅱ
6

経済システム課程 国際経済社会コース 「理論経済系」履修モデル

12
ビジネス基礎英語

国際環境法
財政学総論Ⅱ

マクロ経済分析

計量経済学Ⅱ
演習（３年）３年次・後学期

125883210212122417修得単位

うち「その他」へ
算入できる単位 4 4 2 2

444

17 24 12 12 2 10 34 6 8 125

３年次・後学期 演習（３年）

国際経済論Ⅰ

現代政治論

日本経済史Ⅱ

西洋経済史Ⅱ

日本社会史Ⅱ

金融論Ⅱ 14

「国際経済系」履修モデル経済システム課程 国際経済社会コース

4経済地理学演習（４年）４年次・後学期

4外書講読演習（４年）４年次・前学期

16

情報処理概論Ⅰ

国際会計論

国際環境法

金融論Ⅰ

国際金融論

国際政治学

西洋経済史Ⅰ

演習（３年）３年次・前学期

24ビジネス基礎英語

国際交流実習

経済学原論Ⅱ

国際経済論Ⅱ

ビジネスコミュニケーション英語

演習（２年）
地域と政策

会社法
主題科目×３外国語×２２年次・後学期

24

国際協力論

国際経済社会論

発展途上国経済論

ビジネス基礎英語

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

経営学

契約法Ⅰ

主題科目×３外国語×２２年次・前学期

19経済数学Ⅰ

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

主題科目×３
外国語×２

スポーツ実習
１年次・後学期

20
国際経済社会入門

総合政策入門
主題科目×３

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習Ⅰ

１年次・前学期

12520630102882417卒業要件単位

学 期

ごとの

単位数

その他の選択科目

(専門選択)

課程他コース

専門科目(専門選択)

自コース専門科目

(専門選択)

演 習

(専門必修)

外書講読・英語

（専門必修)

学部基礎科目

(専門必修)

学部入門科目

(専門必修)
主題科目(教養)

大学入門科目(教養)

共通基礎教育科目(教養)
科目区分

うち「その他」へ
算入できる単位

修得単位
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2244うち「その他」へ
算入できる単位

修得単位 17 24 12 12 10 34 8 12 129

３年次・後学期 主題科目×２ 演習（３年）

地方財政論Ⅱ

社会保障論

労働経済論

国際金融論
ビジネスコミュニケーション英語

流通経済論
18

「経済政策」履修モデル経済システム課程 総合政策コース

4日本農業論演習（４年）４年次・後学期

6証券論地域農業論演習（４年）４年次・前学期

12

経済政策

金融論

社会政策

サービス産業論

地域経済論

演習（３年）３年次・前学期

20

ビジネス基礎英語

ビジネスコミュニケーション英語

財政学総論Ⅱ

地方財政論Ⅰ

演習（２年）
地域と政策

会社法
主題科目×２外国語×２２年次・後学期

28
情報処理概論Ⅰ

ビジネス基礎英語

発展途上国経済論

基本統計学Ⅰ

財政学総論Ⅰ

公共政策学

金融論Ⅰ

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

経営学

契約法Ⅰ

主題科目×２外国語×２２年次・前学期

21マーケティング論Ⅰ経済数学Ⅰ

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

主題科目×３
外国語×２

スポーツ実習
１年次・後学期

20
総合政策入門

国際経済社会入門
主題科目×３

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習Ⅰ

１年次・前学期

1252063210882417卒業要件単位

学 期

ごとの

単位数

その他の選択科目課程他コース専門科目コース専門科目演習学部基礎科目学部入門科目主題科目
大 学 入 門 科 目

共通基礎教育科目
科目区分

科目区分
大 学 入 門 科 目

共通基礎教育科目
主題科目 学部入門科目 学部基礎科目 演習 コース専門科目 課程他コース専門科目 その他の選択科目

学 期

ごとの

単位数

卒業要件単位 17 24 8 8 10 32 6 20 125

１年次・前学期

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習Ⅰ

主題科目×３
総合政策入門

国際経済社会入門
20

１年次・後学期
外国語×２

スポーツ実習
主題科目×３

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

経済数学Ⅰ マーケティング論Ⅰ 21

２年次・前学期 外国語×２ 主題科目×２

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

経営学

経済政策

公共政策学

金融論Ⅰ

発展途上国経済論

基本統計学Ⅰ
情報処理概論Ⅰ 24

２年次・後学期 外国語×２ 主題科目×２ 地域と政策 演習（２年）
地方財政論Ⅰ

金融論Ⅱ
ビジネス基礎英語 16

３年次・前学期 主題科目×２ 演習（３年）

労働経済論

農政経済論

地域農業論

地域経済論

地方自治法

流通経済論
18

４年次・前学期 演習（４年） 社会政策 証券論 6

４年次・後学期 演習（４年） 経済地理学 4

経済システム課程 総合政策コース 「地域経済」履修モデル

16経営史国際金融論

地方財政論Ⅱ

福祉社会論

NPO論

サービス産業論

日本農業論

演習（３年）３年次・後学期

12514832108122417修得単位

うち「その他」へ
算入できる単位 4 2
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644うち「その他」へ
算入できる単位

修得単位 17 24 12 12 10 38 6 10 129

３年次・後学期 演習（３年）

証券論

財務管理論

戦略経営論

経営情報システムⅡ

流通経済論

経済法Ⅱ
現代政治論

ビジネスコミュニケーション英語
18

「経営学」履修モデル経営・法律課程 企業経営コース

6
経営史

経営分析
演習（４年）４年次・後学期

6公共政策学経営労務論演習（４年）４年次・前学期

20金融論Ⅰ経済法Ⅰ

企業論

経営組織論

経営管理論

経営情報システムⅠ

流通産業論

情報処理概論Ⅰ

ビジネスコミュニケーション英語

演習（３年）３年次・前学期

20ビジネス基礎英語法学概論Ⅰ経営社会学演習（２年）
地域と政策

会社法
主題科目×３外国語×２２年次・後学期

20
マーケティング論Ⅱ

ビジネス基礎英語

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

経営学

契約法Ⅰ

主題科目×３外国語×２２年次・前学期

19マーケティング論Ⅰ

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

主題科目×３
外国語×２

スポーツ実習
１年次・後学期

20
企業経営入門

法務管理入門
主題科目×３

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習Ⅰ

１年次・前学期

1252063210882417卒業要件単位

学 期

ごとの

単位数

その他の選択科目課程他コース専門科目コース専門科目演習学部基礎科目学部入門科目主題科目
大 学 入 門 科 目

共通基礎教育科目
科目区分

科目区分
大 学 入 門 科 目

共通基礎教育科目
主題科目 学部入門科目 学部基礎科目 演習 コース専門科目 課程他コース専門科目 その他の選択科目

学 期

ごとの

単位数

卒業要件単位 17 24 8 8 10 32 6 20 125

１年次・前学期

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習１

主題科目×３
企業経営入門

法務管理入門
20

１年次・後学期
外国語×２

スポーツ実習
主題科目×３

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

17

２年次・前学期 外国語×２ 主題科目×２

理論経済学Ⅰ

経済学原論Ⅰ

経営学

契約法Ⅰ

簿記・会計

会計学原理

ビジネス基礎英語

20

２年次・後学期 外国語×２ 主題科目×３
地域と政策

会社法
演習（２年） 原価計算論 刑法Ⅰ ビジネス基礎英語 20

３年次・前学期 主題科目 演習（３年）

管理会計論

国際会計論

企業論

情報処理概論Ⅰ

ビジネスコミュニケーション英語

経済法Ⅰ
労使関係システム

基本統計学Ⅰ
20

４年次・前学期 演習（４年） 商法総則
社会政策

財政学総論Ⅰ
8

４年次・後学期 演習（４年）
戦略経営論

経営史
財政学総論Ⅱ 8

経営・法律課程 企業経営コース 「会計学」履修モデル

20

現代政治論

労働経済論

基本統計学Ⅱ

ビジネスコミュニケーション英語

経営分析

流通経済論

実践会計

財務会計論

財務管理論

演習（３年）３年次・後学期

133206321012122417修得単位

うち「その他」へ
算入できる単位 4 4
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644うち「その他」へ
算入できる単位

修得単位 17 24 12 12 10 38 6 6 125

３年次・後学期 演習（３年）

法学概論Ⅱ

地方自治法

国際環境法

経営社会学 ビジネスコミュニケーション英語 12

「公共政策法」履修モデル経営・法律課程 法務管理コース

6
契約法Ⅱ

経済法Ⅱ
演習（４年）４年次・後学期

6企業論商行為法演習（４年）４年次・前学期

12経営労務論

行政救済法

環境法

商法総則

経済法Ⅰ

演習（３年）３年次・前学期

24ビジネス基礎英語

法学概論Ⅰ

物権法Ⅰ

行政法総論

社会保障法Ⅱ

演習（２年）
地域と政策

会社法
主題科目×３外国語×２２年次・後学期

26情報処理概論

統治機構論

刑法Ⅱ

民法総則

社会保障法Ⅰ

理論経済学１

経済学原論１

経営学

契約法１

主題科目×３外国語×２２年次・前学期

19刑法Ⅰ

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

主題科目×３
外国語×２

スポーツ実習
１年次・後学期

20
企業経営入門

法務管理入門
主題科目×３

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習１

１年次・前学期

2063210882417卒業要件単位

学 期

ごとの

単位数

その他の選択科目課程他コース専門科目コース専門科目演習学部基礎科目学部入門科目主題科目
大 学 入 門 科 目

共通基礎教育科目
科目区分

科目区分
大 学 入 門 科 目

共通基礎教育科目
主題科目 学部入門科目 学部基礎科目 演習 コース専門科目 課程他コース専門科目 その他の選択科目

学 期

ごとの

単位数

卒業要件単位 17 24 8 8 10 32 6 20

１年次・前学期

大学入門科目

外国語×２

健康・スポーツ科目

スポーツ実習

情報基礎概論

情報基礎演習１

主題科目×３
企業経営入門

法務管理入門
20

１年次・後学期
外国語×２

スポーツ実習
主題科目×３

経済学基礎

日本経済論

基礎簿記

人権論

刑法Ⅰ 19

２年次・前学期 外国語×２ 主題科目×３

理論経済学１

経済学原論１

経営学

契約法１

民法総則

商法総則

環境法

社会保障法Ⅰ

情報処理概論 26

２年次・後学期 外国語×２ 主題科目×３
地域と政策

会社法
演習（２年）

法学概論Ⅰ

物権法Ⅰ

契約法Ⅱ

社会保障法Ⅱ

ビジネス基礎英語 24

３年次・前学期 演習（３年）

物権法Ⅱ

不法行為法

商行為法

経済法Ⅰ

経営労務論

企業論
14

４年次・前学期 演習（４年）
民事手続法

労働法Ⅱ
6

４年次・後学期 演習（４年） 国際環境法 証券論 6

経営・法律課程 法務管理コース 「ビジネス法」履修モデル

10ビジネスコミュニケーション英語

法学概論Ⅱ

債権法総論

経済法Ⅱ

演習（３年）３年次・後学期

12566381012122417修得単位

うち「その他」へ
算入できる単位 4 4 6
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佐賀大学経済学部における授業科目の

履修登録単位数の上限に関する内規

（平成16年３月16日教授会承認）

（趣 旨）

第１条 この内規は、経済学部履修細則第４条第３項の規定に基づき、経済学部において１年間

又は１学期間に履修登録できる単位数の上限に関し、必要な事項を定める。

（対象科目）

第２条 学生の履修登録の上限単位数の対象となる授業科目は、本学及び他大学等で卒業の要件

として履修する授業科目（以下「卒業要件科目」という。）とする。ただし、卒業要件科目であっ

ても集中講義で開講する授業科目は上限単位数の対象とはしない。

２ 教員免許資格取得にかかる教職に関する科目は、上限単位数の対象とはしない。

（履修登録上限単位数）

第３条 学生の授業科目の履修登録は、各年次において52単位を上限とする。

ただし、１学期の履修登録単位数は、30単位を上限とする。

（雑 則）

第４条 この規定に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この内規は、平成13年度入学生から適用する。
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コース振り分けの基準について

（平成19年11月14日教授会承認）

１ 振り分け人数及び方法

⑴ 経済システム課程と経営・法律課程の２課程とも、各コースの学生数の差を20人以内とす

る。

⑵ 学生は、所属課程のいずれのコースを選択するかについて、希望コース願いを経済学部教

務係に提出しなければならない。

⑶ 希望コース願いを提出しなかった学生については、各コースの学生数をできる限り同数と

なるように、経済学部大学教育委員会が振り分ける。

２ 各コースの学生数に20人以上の差が生じる場合の選抜方法

⑴ 学部入門科目（経済学基礎、日本経済論、基礎簿記、人権論及びコース入門科目２科目）

のうち、成績得点の高い４科目の合計点によって成績順位をつけ、高得点順にコースに振り

分ける。

⑵ 同点者がいる場合には、全ての学部入門科目の成績得点を合計して成績順位を付け、高得

点順にコースに振り分ける。

⑶ 成績得点は、秀・優を４点、良を３点、可を２点、不可及び放棄を０点とする。

平成19年11月14日から施行し、平成19年４月１日以降入学生から適用する。
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追試験及び再試験に関する内規

（平成16年３月21日教授会制定）

（平成19年１月31日教授会制定）

（平成21年12月16日教授会制定）

（追 試 験）

第１条 追試験は、次項の理由の範囲内で、定期試験を受験できなかった科目について、所定の

願書に定期試験欠席の理由を証明する書類を添付して提出した者に対し、大学教育委員会の議

を経て教授会が許可することがある。

２ 願い出の理由は、就職試験、天災、交通機関の事故、病気、交通事故、忌引き（２親等以内）

等やむを得ない場合とする。

３ 前項の願い出は、定期試験期間終了後、７日以内に願い出なければならない。

ただし、就職試験等で事前に定期試験を受験できないことが明らかな場合は、事前に願い出な

ければならない。

４ 成績の提出期限については、経済学部大学教育委員会の指示による。

５ 第２項に定める就職試験とは、採用選 を伴う試験等をいい、会社説明会及びインターンシッ

プ等を含まないものとする。

６ 第２項に定める就職試験による追試験の願い出を行うことができる者は、原則として卒業年

次学生に限るものとする。

（再 試 験）

第２条 再試験は、特殊な事情がある場合、担当教員と経済学部大学教育委員会の協議を経て行

うことがある。

２ 前項により再試験を行う科目について、受験を希望する学生は所定の願書を指定の期日まで

に届け出るものとする。

３ 再試験の合格の評価は「可（Ｃ）」とする。また成績の提出については、再試験許可後１カ月

以内とする。

（教養教育科目）

第３条 教養教育運営機構において開設される教養教育科目の追試験及び再試験については、教

養教育運営機構の定めるところによる。

附 則

この内規は、平成16年４月１日から施行する。

附 則

この内規は、平成19年４月1日から施行する。

附 則

この内規は、平成21年12月16日から施行する。
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留学による外国の大学において修得した単位の認定についての申合せ

（平成21年１月14日教授会制定）

（趣 旨）

第１ この申合せは、交流協定に基づき、経済学部教授会が留学を認めた学生の留学による外国

の大学において修得した単位の認定について、必要な事項を定める。

（願書等の提出）

第２ 単位の認定を希望する学生は、次の書類を提出しなければならない。

⑴ 単位認定願書

⑵ 単位の認定に必要な成績証明書又は単位修得証明書

⑶ 認定を希望する授業科目の講義概要等（授業時間数を記載したもの）

（単位の認定）

第３ 単位の認定については、経済学部大学教育委員会で審査を行い、学生が留学した外国の大

学において履修した授業科目について修得した単位を、教授会の議に基づき、60単位を超えな

い範囲で、経済学部における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

（単位の認定方法）

第４ 単位の認定は、次の方法により行う。

⑴ 経済学部の卒業要件となる授業科目として認定する場合は、提出された講義概要等で内容

を確認し、経済学部が開設している授業科目に読み替えて認定を行う。

⑵ 前号以外の科目の場合は、修得した外国の大学の授業科目名で「その他の選択科目」の単

位として認定を行う。

⑶ 認定した授業科目の評価については「認定」とする。

２ 前項に定めるもののほか、「演習」の単位認定については、次のように取り扱う。

⑴ 外国の大学で「演習」に相当する科目がある場合は、留学期間が半期終了する時点までに

本人が申請し、演習の単位として、提出された成績証明書により認定を行う。

⑵ 外国の大学で「演習」に相当する科目がない場合は、次により認定を行う。

イ 留学期間が半期終了した時点までに、研究計画に関連する領域の授業科目を「演習」の

単位として本人が申請する。

ロ 経済学部大学教育委員会は、授業科目の適否を検討し、本人に通知する。この場合、演

習担当教員又は研究計画に関連する分野の教員の意見を聴取することができる。

ハ 帰国後（卒業予定者は２月末まで）、成績証明書及び研究成果を証明するに足る内容と分

量を持つレポートを提出する。

ニ レポートの適否については、前年度の演習担当教員又は研究計画に関連する分野の教員

の意見を聴取することができる。

ホ イにより本人が申請した授業科目の評価（修得単位）及びレポートにより認定を行う。

ヘ 語学の修得のみを目的とする授業科目を除く。

附 則

１ この申合せは、平成21年４月１日から実施する。

２ 留学による他大学で修得した学生の単位認定に係る実施要領（平成16年12月８日教授会制定）

は、廃止する。
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ビジネス基礎英語 累積単位の取り扱いについて

（平成18年２月１日教授会承認）

（05生～ に適用）単位の認定

・３科目まで履修は可能とし、単位認定を行う。ただし、卒業要件単位としては、２科目４単位

まで認定する。

・自コースの専門科目２単位、その他の選択科目２単位として認定する。

ビジネスコミュニケーション英語 累積単位の取り扱いについて

（平成18年２月１日教授会承認）

（05生～ に適用）単位の認定

・３科目まで履修は可能とし、単位認定を行う。

科目数

コース
１科目め ２科目め ３科目め

国際経済社会コース 自コース専門科目 その他の選択科目 卒業要件外

総 合 政 策 コ ー ス 自コース専門科目 その他の選択科目 卒業要件外

企 業 経 営 コ ー ス 自コース専門科目 その他の選択科目 卒業要件外

法 務 管 理 コ ー ス 自コース専門科目 その他の選択科目 卒業要件外

卒業要件外その他の選択科目自コース専門科目法 務 管 理 コ ー ス

卒業要件外その他の選択科目自コース専門科目企 業 経 営 コ ー ス

卒業要件外その他の選択科目自コース専門科目総 合 政 策 コ ー ス

卒業要件外その他の選択科目自コース専門科目国際経済社会コース

３科目め２科目め１科目め
科目数

コース
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特殊講義(アカデミック・ライティング )等の累積単位の取り扱いについて

（平成22年６月２日教授会承認）

（09生～ に適用）単位の認定

一科目を４単位まで履修可能とし、単位認定を行う。ただし、卒業要件単位としては、コース

専門科目として、各科目１単位を認定する。

この取扱いは、平成22年６月２日から施行し、平成21年度入学生から適用する。
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授 業 科 目 名 単位 履修可能単位 卒業要件
認定単位 認定する区分

特殊講義（アカデミック・ライ

ティングⅠ）
１ ４単位まで １単位 コース専門科目

特殊講義（アカデミック・ライ

ティングⅡ）
１ ４単位まで １単位 コース専門科目

特殊講義 (アカデミック・ス

ピーキングＡ）
１ ４単位まで １単位 コース専門科目

特殊講義 (アカデミック・ス

ピーキングＢ）
１ ４単位まで １単位 コース専門科目

特殊講義（TOEFLストラテ

ジー）
１ ４単位まで １単位 コース専門科目

特殊講義 (TOEICスコア・

アップ）
１ ４単位まで １単位 コース専門科目



教育職員免許状の取得について

教育職員免許状の取得方法は、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則により定められて

います。本学の各学科・課程はその教育内容に応じて、免許状の授与資格を得るのに相応しい課

程として、文部科学大臣から上の免許法等に基づく認定を受けています。これを「課程認定」と

いいます。

課程認定を受けた本学の学科・課程は、それぞれ免許状の取得に必要な単位の修得方法を定め

ています。これに従って単位を修得した人は、本学から佐賀県教育委員会にまとめて申請を行う

ことで、卒業時に免許状が付与されます。これを「一括申請」といいます。卒業時に一括申請で

免許状の取得を希望する人は、４年次に各学科・課程が指示する手続きに従って、申請しなけれ

ばなりません。

また、一括申請できなかった場合でも、免許法等により定められている単位数を修得し、個人

で都道府県教育委員会に申請することにより、免許状を取得できることがあります。これを個人

申請といいます。個人申請を行う場合は、申請を希望する教育委員会へ問い合わせ、卒業後に申

請を行うことになります。

以下では、一括申請で免許状を取得するのに必要な単位数等について、制度の大枠を説明しま

す。これをよく読んだ上で、具体的にどのような科目の単位を取る必要があるかについては、こ

の冊子に含まれている「経済学部学生の教育職員免許状取得に関する内規」によって確認してく

ださい。また、免許状取得のために必要な手続きについては、「教育職員免許状取得のためのスケ

ジュール」を参照してください。

１ 取得できる教育職員免許状の種類及び教科

上の表は、経済学部の各課程が文部科学大臣から認定を受けている（上で述べた課程認定）免

許状の種類を示しています。ただし上の表にはありませんが、経営・法律課程に属する人も、所

定の単位を修得すれば高等学校教諭一種免許状（地理歴史）を一括申請で取得できますので、希

望する人は早めに学生センターの経済学部教務担当に相談してください。

２ 教育職員免許状を取得するために必要な条件

教育職員免許状を取得するためには、下の①～④の条件を満たさなければなりません。

教員免許状の種類課 程

公民・商業高等校教諭一種免許状

社会中学校教諭一種免許状
経営・法律課程

地理歴史・公民・商業高等校教諭一種免許状

社会中学校教諭一種免許状
経済システム課程

免許教科の種類
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① 基礎資格及び最低修得単位数

教育職員免許法では、免許状の種類ごとに、必要とされる学位などの「基礎資格」を定めてい

ます。また「教科に関する科目」、「教職に関する科目」、「教科又は教職に関する科目」の各科目

群の中から、それぞれ最低単位数以上の単位を修得することを義務付けています。各科目群の最

低単位数と、属する具体的な科目名については、本冊子に含まれる「経済学部学生の教育職員免

許状取得に関する内規」別表を参照してください。

参 として、教育職員免許法に定める基礎資格と最低単位数を下の表に掲げます。この表に定

める最低単位数よりも、本学が定める最低単位数の方が多い場合がありますが（「経済学部学生の

教育職員免許状取得に関する内規」の別表参照）、一括申請で免許状を取得したい場合は、本学の

定める単位数に従ってください。

② 教育職員免許法施行規則第66条の６に定める科目

教育職員免許法施行規則第66条の６に基づき、下の表に掲げる科目を修得しなければなりませ

ん。ただし経済学部の場合、日本国憲法以外の科目は卒業要件と重複しているので、改めて取得

する必要はありません。日本国憲法については、主題科目分野「現代社会の構造」の中の「現代

の法と社会（日本国憲法）」を履修してください。

免許状の種類

［教育職員免許法第５条 別表第１］

（注）「教科又は教職に関する科目」は特定の科目が属する区分ではありません。「教科に関する科目」

と「教職に関する科目」の内から、最低修得単位数を超えて修得した単位数が、「教科又は教職に関す

る科目」として数えられることになります。

26

学士の学位を有すること
及び小学校、中学校、高
等学校又は幼稚園の教諭
の普通免許状を有するこ
と

一種免許状
特 別 支 援
学 校 教 諭

162320学士の学位を有すること一種免許状高等学校教諭

８3120学士の学位を有すること一種免許状中学校教諭

特別支
援教育
に関す
る科目

教科又
は教職
に関す
る科目

教職に
関する
科目

教科に
関する
科目

大学において修得することを必要
とする最低単位数

基 礎 資 格所要資格

必要単位施行規則に定める科目

２情報機器の操作

２外国語コミュニケーション

２体育

２日本国憲法
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③ 教職カルテ」の作成

免許状の取得を計画している人は、２年次の４月から「教職カルテ」を作成しなければなりま

せん。この教職カルテは、自分の動機や能力・資質を振り返るためのもので、「教職チューター」

（原則として演習指導教員）の助言を得て、随時書き加えながら４年次の９月までに完成させてゆ

くことになります。４年次後期の必修科目である「教職実践演習」は、この教職カルテを作成し

ていなければ履修できません。

教職カルテの申込手続きや作成方法等については、掲示板等でお知らせしますので、よく確認

してください。また２年次の初めごろに説明会を開催する予定ですので、必ず参加してください。

④ 介護等体験実習

小学校及び中学校教諭の普通免許状を取得しようとする人は、「介護等体験実習」が義務付けら

れています。具体的には、社会福祉施設や特別支援学校で障害者、高齢者等への介護・介助及び

交流等を７日間行うものです。

３ 教員免許更新制について

平成21年度から教員免許更新制が導入されたことにより、平成21年４月１日以降に授与される

教育職員免許状は10年間の有効期限が定められています。
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年次 月 学 生

２
年
次

４月
教職カルテの申込

※教育職員免許状の取得を計画している人は必ず申し込むこと。

５月
教職カルテに関する説明会

教職カルテの登録・入力

３月
教職チューター（原則として演習指導教員）との面談日程を確認

教職カルテ入力、教職チューターと面談（４月末まで）

３
年
次

４月

教育実習履修希望者の説明会

４年次教育実習申出書など必要書類の提出

介護等体験の申込（中学校教諭免許状の取得者は必修）

５月
教職カルテ入力

麻疹の抗体検査

６月
実習校配属決定（佐賀市内中学校又は母校）

介護等体験の事前指導（特別支援学校）

７月
介護等体験の事前指導（社会福祉施設）

今後の教育実習日程についての説明会

８月

〜

９月

実習校に訪問し、教育実習内諾依頼文書で直接依頼

実習校訪問報告書の提出

８月

〜

３月

介護等体験の参加

（特別支援学校２日間、社会福祉施設５日間）

教育実習準備活動の参加（佐賀市内中学校配属者のみ）

２月 教育実習の事前説明会

３月

教育実習届の提出

教職チューターとの面談日程を確認

教職カルテ入力、教職チューターと面談（４月末まで）

４
年
次

４月
教育実習の事前指導（全体）

教育実習の事前指導（教科別）

５月 教職カルテの入力

５月

〜

９月

教育実習（必修）

９月
教職チューターとの面談日程を確認

教職カルテ入力、教職チューターと面談（９月末まで）

10月

教職実践演習の履修（教育職員免許状の取得者は全員必修）

教育実習の事後指導（全体）

教育実習の事後指導（教科別）

免許申請のための事前説明会（戸籍抄本を準備）

免許状取得事前申請書・戸籍抄本の提出

１月 教育職員免許状の申請書類提出

３月 教育職員免許状の受領

教育職員免許状取得のためのスケジュール

注意

・上記計画は予定であり、変更されることがあります。教育実習の掲示板で必ず詳細を確認してください。

・教育職員免許状取得のためには、２年次４月に教職カルテ登録の申し出を行い、４年次後期に教職実践演

習（教育職員免許状取得者必修）を受講しなければなりません。

・教職カルテの登録、記入をしていない者は、原則教職実践演習の履修が認められません。

・教育実習事前、事後指導は全体と教科別を共に受講してください。

・教育実習事前、事後指導を無断欠席をした人は、教育実習の履修を放棄したものとみなします。
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経済学部学生の教育職員免許状取得に関する内規

（平成24年２月15日教授会承認）

（趣 旨）

第１条 この内規は、経済学部学生の教育職員免許状取得に関し、必要な事項を定める。

（教員の免許状）

第２条 教育職員免許法に規定する所定の単位を修得した者は、次の免許状を取得することがで

きる。

２ 前項の規定に関わらず、経営・法律課程の学生のうち必要単位を取得した者については高等

学校教諭１種免許状（地理歴史）を取得することができる。

３ 教員免許状取得のための教科に関する科目、教職に関する科目並びに教科又は教職に関する

科目は、別表１から別表７による。

４ 教育職員免許状取得に必要な科目の単位であって、教科に関する科目のうち他学部開講科目

の単位及び教職に関する科目の単位は卒業単位に算入しない。

５ 教育職員免許状を取得しようとする者は、主題科目の「現代社会の構造」の分野中、現代の

法と社会（日本国憲法）２単位を修得しなければならない。

（教育実習）

第３条 教育実習に参加しようとする者は、４年次の前学期までに次の各号の条件を満たしてい

なければならない。

⑴ 教科に関する科目については、別表１から別表７までに定める必要単位の２分の１以上を

修得していなければならない。なお、各科目群別についても必要単位の２分の１以上を修得

していなければならない。

⑵ 教職に関する科目については、教育実習及び教職実践演習を除く必要単位を全て修得して

いなければならない。

⑶ 教科又は教職に関する科目については、別表１から別表７までに定める必要単位の２分の

１以上を修得していなければならない。

⑷ 履修中の科目は、修得見込科目として修得科目と同等に取り扱うものとする。

２ 教育実習は、原則として本学部が定める教育実習校において行う。

附 則

１ この内規は、平成24年４月１日から施行する。

２ この内規は、平成24年度入学生から適用し、平成24年３月31日において現に在学する者

（以下この項において「在学者」という。）及び在学者の属する年次に転入学又は再入学する者

については、なお従前の例による。

経済システム課程
中学校教論 １種免許状（社会）

経営・法律課程
中学校教論 １種免許状（社会）

高等学校教諭 １種免許状（公民・商業）

高等学校教諭 １種免許状（地理歴史・公民・商業）
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2

2

2

2

国際政治学

労働法

労働法

環境法

2

2

○日本の地理と風土

経済地理学

に充てることができる。

又は教職に関する科目」

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

西洋経済史

西洋経済史

●東アジア国際関係史

日本経済史

日本経済史

日本社会史

日本社会史

●古墳文化研究演習

●文献資料･遺構にみる交流の 古学

●日本史上の市(いち)と都市

●日本社会経済史

教職に関する科目」に充2現代政治論

2

2

2※

理論経済学

地域と政策

●倫理学要論

西洋史要説

●東洋史要説

2

2

ること。

種目を除き、全て修得す

だし２単位を超えて修得

単位を修得すること。た

2

2

○世界地誌

●自然地理学

選

択

科

目
法 律 学、政 治 学

地 理 学

（地 誌 を 含 む)

日本史及び外国 史

計

哲学、倫理学、宗教学

社 会 学、経 済 学

法 律 学、政 治 学

地 理 学

（地 誌 を 含 む。)

行政法総論

○都市システム論

●日本近現代史

●哲学要論

国際経済社会論

人権論

○人文地理学

2

2

2

24

2※

2

2

2

本欄の種目は全て「教科

てることができる。

した単位数は「教科又は

※を付した種目からは２

本欄の種目は※を付した2日本史要説

日本史及び外国 史

必

修

科

目

教

科

に

関

す

る

科

目

備単位数種 目科 目

別表１ 社会 中学校教諭１種免許状（経済システム課程）

●環境と人間の組織社会学

経済学原論

日本経済論

理論経済学

2

2

2

2

●社会学要論 2

●古墳文化研究演習 2

社 会 学、経 済 学

⎫
⎬
⎭
2
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⎫

⎬

⎭

2

2●市民社会と倫理

国際金融論

哲学、倫理学、宗教学

経済学原論 2

2

●中等社会科教育法 （社会・地歴)

●中等社会科教育法 （社会・地歴)

2

2

●現代教育論

●社会教育概論

●教育社会学

●発達と教育の心理学

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

労使関係システム

社会保障論

福祉社会論

社会政策

地域モデル論

財政学総論

財政学総論

経済政策

計量経済学

計量経済学

マクロ経済分析

マクロ経済学概論

経済学史

発展途上国経済論

経済数学

経済数学

国際経済論

国際経済論

経済学史

本欄の種目は、 、 を

付した種目を除いて全て

修得すること。

を付した種目と、 を付

した種目からは、それぞ

れ２単位ずつ修得するこ

と。いずれも２単位を超

えて修得した単位数は

「教科又は教職に関する

科目」に充てることがで

きる。

2

2

2

●教育課程論

●教育基礎論

●教職概説

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

教職の意義等に関する

科目

必

修

科

目

教

職

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

教

科

に

関

す

る

科

目

選

択

科

目

社 会 学、経 済 学

●教育方法学概説 2

●特別活動の研究 2

●道徳教育の研究 2

2
⎫
⎬
⎭2●中等社会科教育法 （社会・公民)

●中等社会科教育法 （社会・公民) 2

計 0
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教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

「教科に関する科目」

「教職に関する科目」に

属する科目のうち、必

要単位数を超えて取得

したもの

2

2

計

選

択

科

目

必

修

科

目

教
職
に
関
す
る
科
目

科 目 種 目 単位数 備

注１）中等社会科教育法を履修する以前に、教職概説、教育基礎論、発達と教育の心理学、教育相談及び道

徳教育の研究を履修しておくこと。

注２）教科に関する科目で○印の種目及び教職に関する科目は卒業所要単位に含むことはできない。

注３）「計」は最低修得単位数を示す。

注４）●印及び○印の種目は文化教育学部で履修すること。

注５）教育実習の単位数には、教育実習に係る事前・事後指導を含む。

生徒指導、教育相談及

び進路指導等に関する

科目

教 職 実 践 演 習

教 育 実 習

計

●教職実践演習

●中学校教育実習

2

5

33

2●教育相談

2

●生徒指導論
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2

⎫

⎬

⎭

2●教育相談

2※

2※

2※

2

2

2

2

2

●現代教育論

●社会教育概論

●教育社会学

●発達と教育の心理学

●教育方法学概説

●特別活動の研究

●中等社会科教育法 （社会・地歴)

●中等社会科教育法 （社会・地歴)

2

2

2

西洋経済史

西洋経済史

経済地理学

ができる。

する科目」に充てること

数は「教科又は教職に関

位を超えて修得した単位

2

2

2

2

2

2

2

2

日本経済史

日本経済史

日本社会史

日本社会史

●古墳文化研究演習

●文献資料･遺構にみる交流の 古学

●日本史上の市(いち)と都市

●日本社会経済史

2

2

西洋史要説

●自然地理学

教

職

に

関

す

る

科

目

必

修

科

目

選

択

科

目

生徒指導、教育相談及

び進路指導等に関する

科目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

教職の意義等に関する

科目

計

地 誌

人 文 地 理 学 及 び

自 然 地 理 学

外 国 史

日 本 史

計

地 誌

人 文 地 理 学 及 び

自 然 地 理 学

外 国 史

●生徒指導論

●教育課程論

●教育基礎論

●教職概説

○日本の地理と風土

○都市システム論

●東アジア国際関係史

●日本近現代史

○世界地誌

○人文地理学

●東洋史要説

2

2

2

2

8

2

2

2

2

12

2

2

2

本欄の種目は、※を付し

ている種目を除いて全て

修得すること。

※を付している種目から

は２単位を修得すること。

２単位を超えて修得した

単位数は「教科又は教職

に関する科目」に充てる

ことができる。

本欄の種目のうち、８単

ること。

本欄の種目は全て修得す2日本史要説日 本 史

必

修

科

目
教

科

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

別表２ 地理歴史 高等学校教諭１種免許状（経済システム課程）

●古墳文化研究演習 2
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2

2

●人権教育論

●教育評価

注１）中等社会科教育法を履修する以前に、教職概説、教育基礎論、発達と教育の心理学及び教育相談を履

修しておくこと。

注２）教科に関する科目で○印の種目及び教職に関する科目は卒業所要単位に含むことはできない。

注３）「計」は最低修得単位数を示す。

注４）●印及び○印の種目は文化教育学部で履修すること。

注５）教育実習の単位数には、教育実習に係る事前・事後指導を含む。

選
択
科
目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

計

教 育 実 習

●視聴覚教育

●教育思想史

●高等学校教育実習

2

2

27

3

本欄の種目は、全て「教

科又は教職に関する科

目」に充てることができ

る。

2●教職実践演習教 職 実 践 演 習

必
修
科
目

教
職
に
関
す
る
科
目

科 目 種 目 単位数 備

0計

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

「教科に関する科目」

「教職に関する科目」に

属する科目のうち、必

要単位数を超えて取得

したもの

12

12

計

選

択

科

目
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2

2

2

福祉社会論

社会保障論

社会政策 2

⎫
⎬
⎭

地域モデル論

財政学総論

財政学総論

経済政策

計量経済学

計量経済学

マクロ経済分析

マクロ経済学概論

経済学史

発展途上国経済論

国際金融論

経済数学

経済数学

国際経済論

国際経済論

経済学史

経済学原論

理論経済学

日本経済論

経済学原論

●環境と人間の組織社会学

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

労働法

労働法

環境法

2

2

2

ができる。

する科目」に充てること

数は「教科又は教職に関

位を超えて修得した単位

本欄の種目のうち、６単

理論経済学

地域と政策

●倫理学要論

2

2

2

2

2

2

現代政治論

国際政治学

人権論

2

2

14

2

2

●社会学要論

行政法総論

●哲学要論

国際経済社会論

社 会 学、経 済 学

（国際経済を含む。)

法 律 学

（国 際 法 を 含 む。)

政 治 学

（国際政治を含む。)

計

哲 学、倫 理 学、

宗 教 学、心 理 学

社 会 学、経 済 学

（国際経済を含む。)

選

択

科

目

教

科

に

関

す

る

科

目

必

修

科

目

法 律 学

（国 際 法 を 含 む。)

政 治 学

（国際政治を含む。)

本欄の種目は※を付した

種目を除き、全て修得す

ること。※を付した種目

からは2単位を修得する

こと。ただし2単位を超え

て修得した単位数は「教

科又は教職に関する科

目」に充てることができ

る。

科 目 種 目 単位数 備

別表３ 公民 高等学校教諭１種免許状（経済システム課程）

労使関係システム 2

●市民社会と倫理哲学、倫理学、宗教学、心理学 2

6計
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2

⎫

⎬

⎭

2

2

●教育相談

●生徒指導論

科又は教職に関する科

る。

2

2

●人権教育論

●教育評価

2※

2※

2※

2

2

2

2

2

●現代教育論

●社会教育概論

●教育社会学

●発達と教育の心理学

●教育方法学概説

●特別活動の研究

●中等社会科教育法 （社会・公民)

●中等社会科教育法 （社会・公民)

注１）中等社会科教育法を履修する以前に、教職概説、教育基礎論、発達と教育の心理学及び教育相談を履

修しておくこと。

注２）教職に関する科目は卒業所要単位に含むことはできない。

注３）「計」は最低修得単位数を示す。

注４）●印の種目は文化教育学部で履修すること。

注５）教育実習の単位数には、教育実習に係る事前・事後指導を含む。

選

択

科

目

必

修

科

目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

計

教 育 実 習

教 職 実 践 演 習

生徒指導、教育相談及

び進路指導等に関する

科目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

教職の意義等に関する

科目

●視聴覚教育

●教育思想史

●高等学校教育実習

●教職実践演習

●教育課程論

●教育基礎論

●教職概説

2

2

27

3

2

2

2

2

目」に充てることができ

本欄の種目は、全て「教

本欄の種目は、※を付し

ている種目を除いて全て

修得すること。

※を付した種目からは２

単位を修得すること。た

だし２単位を超えて修得

した単位数は「教科又は

教職に関する科目」に充

てることができる。

教

職

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

0計

選

択

科

目

計 12

12

「教科に関する科目」

「教職に関する科目」に

属する科目のうち、必

要単位数を超えて取得

したもの

― ―66



物権法

物権法

2

2

2

●教育方法学概説 2

2※

2※

2※

⎫

⎬

⎭

に充てることができる。

2

2

●特別活動の研究

商業科教育法

修得した単位数は、「教科

らない。２単位を超えて

単位を修得しなければな

※を付した種目からは２2

●現代教育論

●社会教育概論

●教育社会学

●発達と教育の心理学

ができる。

する科目」に充てること

数は「教科又は教職に関

位を超えて修得した単位

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

財務会計論

原価計算論

企業論

マーケティング論

マーケティング論

地域システム論

地域農業論

地域調査論

農政経済論

日本農業論

サービス産業論

NPO論

労働経済論

労使関係システム

金融論

地方財政論

地方財政論

基本統計学

基本統計学

日本経済論

流通経済論

金融論

2

2 ること。

教

職

に

関

す

る

科

目

必

修

科

目

選

択

科

目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

教職の意義等に関する

科目

計

商 業 の 関 係 科 目

計

職 業 指 導

●教育課程論

●教育基礎論

●教職概説

職業指導

2

2

2

12

8

2

又は教職に関する科目」

すること。

本欄の種目は、※を付し

た種目を除いて全て修得

本欄の科目のうち、12単

本欄の科目は全て修得す2基礎簿記

商 業 の 関 係 科 目
必

修

科

目

教

科

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

別表４ 商業 高等学校教諭１種免許状（経済システム課程）
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科又は教職に関する科

る。

2

2

●人権教育論

●教育評価

2

2

●教育相談

●生徒指導論

注１）教職に関する科目は卒業所要単位に含むことはできない。

注２）「計」は最低修得単位数を示す。

注３）●印の種目は文化教育学部で履修すること。

注４）商業科教育法 は経済学部の開講科目を履修すること。

注５）教育実習の単位数には、教育実習に係る事前・事後指導を含む。

選

択

科

目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

計

教 育 実 習

教 職 実 践 演 習

生徒指導、教育相談及

び進路指導等に関する

科目

●視聴覚教育

●教育思想史

●高等学校教育実習

●教職実践演習

2

2

25

3

2

目」に充てることができ

本欄の科目は、全て「教

必

修

科

目

教

職

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

0計

選

択

科

目

計 14

14

「教科に関する科目」

「教職に関する科目」に

属する科目のうち、必

要単位数を超えて取得

したもの

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

― ―68



2民事手続法

2※

2※

2

2

2

2

2

地方自治法

行政救済法

行政法総論

統治機構論

法学概論

2

2

○日本の地理と風土

経済地理学

に充てることができる。

又は教職に関する科目」

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

西洋経済史

西洋経済史

●東アジア国際関係史

日本経済史

日本経済史

日本社会史

日本社会史

●古墳文化研究演習

●文献資料･遺構にみる交流の 古学

●日本史上の市(いち)と都市

●日本社会経済史

教職に関する科目」に充2現代政治論

2

2

理論経済学

地域と政策

●倫理学要論

西洋史要説

●東洋史要説

2

2

ること。

種目を除き、全て修得す

だし２単位を超えて修得

単位を修得すること。た

2

2

○世界地誌

●自然地理学

選

択

科

目

法 律 学、政 治 学

地理学（地誌を含む。)

日本史及び外国 史

計

哲学、倫理学、宗教学

社 会 学、経 済 学

法 律 学、政 治 学

地理学（地誌を含む。)

法学概論

○都市システム論

●日本近現代史

●哲学要論

国際経済社会論

人権論

○人文地理学

2

2

2

24

2

2

2

本欄の種目は全て「教科

てることができる。

した単位数は「教科又は

※を付した種目からは２

本欄の種目は※を付した2日本史要説

日本史及び外国 史

必

修

科

目
教

科

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

別表５ 社会 中学校教諭１種免許状（経営・法律課程）

2

2

経済法

経済法

●古墳文化研究演習 2

2
⎫
⎬
⎭

― ―69



2国際経済法

2 れ２単位ずつ修得するこ

と。いずれも２単位を超

●社会教育概論

●現代教育論

⎫

⎬

⎭2

2

●市民社会と倫理哲学、倫理学、宗教学 2

●教育社会学 した種目からは、それぞ2

を付した種目と、 を付2●発達と教育の心理学

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

経営情報システム

経営情報システム

証券論

戦略経営論

経営社会学

経営史

経営労務論

労使関係システム

社会保障論

社会政策

財政学総論

経済政策

国際経済論

国際経済論

●環境と人間の組織社会学

国際政治学

社会保障法

社会保障法

労働法

労働法

国際環境法

環境法

2

2

2

2

2

2

2

教

職

に

関

す

る

科

目

必

修

科

目

教育の基礎理論に関す

る科目

教職の意義等に関する

科目

社 会 学、経 済 学

●教育基礎論

●教職概説

●社会学要論

2

2

2

修得すること。

本欄の種目は、 、 を

付した種目を除いて全て

法 律 学、政 治 学

選

択

科

目

教

科

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

経営組織論 2

えて修得した単位数は2●教育課程論

●中等社会科教育法 （社会・地歴)

●中等社会科教育法 （社会・地歴)

●中等社会科教育法 （社会・公民)

●中等社会科教育法 （社会・公民)

2

2

2

2

「教科又は教職に関する

科目」として数えること

ができる。⎫
⎬
⎭
2

●道徳教育の研究 2

教育課程及び指導法に

関する科目

0計
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2

2

●教育相談

●生徒指導論

2

2

●教育方法学概説

●特別活動の研究

注１）中等社会科教育法を履修する以前に、教職横説、教育基礎論、発達と教育の心理学、教育相談及び道

徳教育の研究を履修しておくこと。

注２）教科に関する科目で○印の種目及び教職に関する科目は卒業所要単位に含むことはできない。

注３）「計」は最低修得単位数を示す。

注４）●印及び○印の種目は文化教育学部で履修すること。

注５）教育実習の単位数には、教育実習に係る事前・事後指導を含む。

計

教 育 実 習

教 職 実 践 演 習

生徒指導、教育相談及

び進路指導等に関する

科目

教育課程及び指導法に

関する科目

●中学校教育実習

●教職実践演習

33

5

2

必

修

科

目

教
職
に
関
す
る
科
目

科 目 種 目 単位数 備

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目

選

択

科

目

2計

「教科に関する科目」

「教職に関する科目」に

属する科目のうち、必

要単位数を超えて取得

したもの

2
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国際経済法 2

2

2

経営労務論

経営史

2経営組織論

2

労使関係システム 2

⎫
⎬
⎭

2

2

2

2

2

2

2

社会保障論

社会政策

財政学総論

経済政策

国際経済論

国際経済論

●環境と人間の組織社会学

ができる。

する科目」に充てること

数は「教科又は教職に関

位を超えて修得した単位

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

社会保障法

社会保障法

労働法

労働法

国際環境法

環境法

経済法

経済法

民事手続法

地方自治法

行政救済法

行政法総論

統治機構論

法学概論

本欄の種目は※を付した

種目を除き、全て修得す

ること。※を付した種目

からは２単位を修得する

こと。ただし２単位を超

えて修得した単位数は

「教科又は教職に関する

科目」に充てることがで

きる。

2

2

2

理論経済学

地域と政策

●倫理学要論

現代政治論

国際政治学

人権論

2

2

2

選

択

科

目

社 会 学、経 済 学

（国際経済を含む。）

法 律 学

（国 際 法 を 含 む。）

政 治 学

（国際政治を含む。）

計

哲学、倫理学、宗教学、

心 理 学

社 会 学、経 済 学

（国際経済を含む。）

●社会学要論

法学概論

●哲学要論

国際経済社会論

2

2

14

2

2

本欄の種目のうち、６単

法 律 学

（国 際 法 を 含 む。）

政 治 学

（国際政治を含む。）

必

修

科

目

教

科

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

別表６ 公民 高等学校教諭１種免許状（経営・法律課程）

2経営社会学

2戦略経営論

― ―72



備単位数種 目科 目

2

●市民社会と倫理哲学、倫理学、宗教学、心理学 2

注１）中等社会科教育法を履修する以前に、教職概説、教育基礎論、発達と教育の心理学及び教育相談を履

修しておくこと。

注２）教職に関する科目は卒業所要単位に含むことはできない。

注３）「計」は最低修得単位数を示す。

注４）●印の種目は文化教育学部で履修すること。

注５）教育実習の単位数には、教育実習に係る事前・事後指導を含む。

2※

2※

2※

⎫

⎬

⎭

2

2

●教育相談

●生徒指導論

科又は教職に関する科

る。

2

2

●人権教育論

●教育評価

した単位数は、「教科又は

だし２単位を超えて修得

単位を修得すること。た

※を付した種目からは２

てることができる。

2

2

2

2

2

●現代教育論

●社会教育概論

●教育社会学

●発達と教育の心理学

●教育方法学概説

●特別活動の研究

●中等社会科教育法 （社会・公民)

●中等社会科教育法 （社会・公民)

経営情報システム

経営情報システム

証券論

2

2

2

教

職

に

関

す

る

科

目

選

択

科

目

必

修

科

目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

計

教 育 実 習

教 職 実 践 演 習

生徒指導、教育相談及び

進路指導等に関する科目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

教職の意義等に関する

科目

計

●視聴覚教育

●教育思想史

●高等学校教育実習

●教職実践演習

●教育課程論

●教育基礎論

●教職概説

2

2

27

3

2

2

2

2

6

目」に充てることができ

本欄の科目は、全て「教

教職に関する科目」に充

修得すること。

本欄の種目は、※を付し

ている種目を除いて全て

社 会 学、経 済 学

（国際経済を含む。）

選

択

科

目

教
科
に
関
す
る
科
目

0計

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目 計 12

12

「教科に関する科目」

「教職に関する科目」に

属する科目のうち、必

要単位数を超えて取得

したもの

選

択

科

目
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●教育社会学

●社会教育概論

●現代教育論

単位を修得しなければな

らない。２単位を超えて

修得した単位数は「教科

2※

2※

2※

⎫

⎬

⎭

2

教育の基礎理論に関す

る科目

※を付した種目からは２2●発達と教育の心理学

本欄の種目は、※を付し

た種目を除いて全て修得

すること。

2

2

●教職概説

●教育基礎論

教職の意義等に関する

科目教
職
に
関
す
る
科
目

必

修

科

目

12計

ができる。

する科目」に充てること

数は「教科又は教職に関

位を超えて修得した単位

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

民法総則

商行為法

商法総則

債権法総論

物権法

物権法

会社法

契約法

契約法

財務会計論

国際会計論

経営分析

原価計算論

管理会計論

経営管理論

企業論

流通産業論

マーケティング論

流通経済論

財務管理論

情報処理概論

会計学原理

経営学

マーケティング論

簿記・会計

2

2 ること。

選

択

科

目

商 業 の 関 係 科 目

計

職 業 指 導

基本統計学

職業指導

2

8

2

本欄の種目のうち、12単

本欄の種目は全て修得す2基礎簿記

商 業 の 関 係 科 目必

修

科

目

教

科

に

関

す

る

科

目

科 目 種 目 単位数 備

別表７ 商業 高等学校教諭１種免許状（経営・法律課程）
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備単位数種 目科 目

2

2

●教育相談

●生徒指導論

科又は教職に関する科

る。

2

2

●人権教育論

●教育評価

に充てることができる。

2

2

2

●教育方法学概説

●特別活動の研究

商業科教育法

注１）「教職に関する科目」は卒業所要単位に含むことはできない。

注２）「計」は最低修得単位数を示す。

注３）●印の種目は文化教育学部で履修すること。

注４）商業科教育法 は経済学部の開講科目を履修すること。

注５）教育実習の単位数には、教育実習に係る事前・事後指導を含む。

教

職

に

関

す

る

科

目

選

択

科

目

必

修

科

目

教育課程及び指導法に

関する科目

教育の基礎理論に関す

る科目

計

教 育 実 習

教 職 実 践 演 習

生徒指導、教育相談及

び進路指導等に関する

科目

教育課程及び指導法に

関する科目

●視聴覚教育

●教育思想史

●高等学校教育実習

●教職実践演習

●教育課程論

2

2

25

3

2

2

目」に充てることができ

本欄の種目は、全て「教

又は教職に関する科目」

0計

教
科
又
は
教
職
に
関
す
る
科
目 計 14

14

「教科に関する科目」

「教職に関する科目」に

属する科目のうち、必

要単位数を超えて取得

したもの

選

択

科

目
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佐賀大学経済学部転学部規程

（平成16年５月12日教授会承認）

（平成19年２月21日教授会承認）

（趣 旨）

第１条 この規程は、佐賀大学学則（平成16年４月１日制定）第32条の規定に基づき佐賀大学経

済学部（以下「本学部」という。）に係る転学部に関し、必要な事項を定めるものとする。

（転学部志願資格）

第２条 本学部への転学部を志願する他学部の学生（以下「転学部志願者」という。）

は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

⑴ １年次に在籍中の場合は、修得単位数が20単位以上の者

⑵ ２年次に在籍中の場合は、修得単位数が40単位以上の者

⑶ ３年次に在籍中の場合は、修得単位数が60単位以上の者

⑷ ４年次以上に在籍中の場合は、修得単位数が70単位以上の者

２ 前項各号の単位数には、履修中の修得見込み単位数を含めることができる。

（志願書類）

第３条 転学部志願者は、所属学部教授会の議を経て、志願する課程及びコースを明記した転学

部願（別紙様式１）、申請書（別紙様式２）、履歴書（別紙様式３）、成績証明書及び履修届を提

出しなければならない。

２ 前項の書類は、経済学部教務係へ12月末日までに提出しなければならない。

（面 接）

第４条 転学部志願者に対しては、志願理由・学習目標および転学部後の学習準備等に関して、

志願するコースの教員及び経済学部大学教育委員会委員が面接を行う。

（教授会での審議）

第５条 志願書類の審査結果及び面接結果について、経済学部大学教育委員会は、教授会に報告

する。

２ 教授会は、経済学部大学教育委員会からの報告に基づき、転学部の可否について審議する。

３ 教授会で転学部が承認された場合、学部長は、その旨を学長に報告する。

（転学部後の在籍年次、必要在学年数及び所属課程等）

第６条 転学部志願者の転学部後の在籍年次、必要在学年数及び所属課程等については、次の各
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項に定めるところによる。

２ 在籍年次については、次のとおりとする。

２年次

３ 転学部を許可された者のうち、次の成績を修めた者の所属課程及びコースは、本人の希望を

勘案し、教授会が決定する。

⑴ １年次に在籍中の場合は、優以上の科目が20単位以上の者

⑵ ２年次に在籍中の場合は、優以上の科目が40単位以上の者

⑶ ３年次に在籍中の場合は、優以上の科目が60単位以上の者

⑷ ４年次以上に在籍中の場合は、優以上の科目が70単位以上の者

４ ３以外の者の所属課程及びコースは、本人の希望を勘案し、人数に余裕のあるコースの中か

ら教授会が決定する。

５ 転学部を許可された者が当該異動前に修得した履修科目及び修得単位数のうち、本学部卒業

要件の単位数として充てることができる履修科目及び単位数については、経済学部大学教育委

員会の認定案に基づき、教授会の議を経て、学部長が認定する。

（補 足）

第７条 本学部から他学部への転学部を志願する場合の取扱いについては、当該学部諸規則の定

めるところによる。

（雑 則）

第８条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に必要な事項は、経済学部大学教育委員

会の議を経て、教授会が定める。

附 則

この規程は、平成16年４月１日から施行する。

附 則

この規程は、平成19年４月１日から施行する。
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教員免許状と介護等体験実習について

小学校と中学校の教員免許状取得に際して、社会福祉施設や特別支援学校で７日間の介護等体

験実習が義務付けられています。この制度についての概要及び佐賀大学における実施計画は次の

とおりです。

義務教育教員志願者に対する介護等体験の義務付け関する制度の概要

１．法律の名称とその趣旨

小学校及び中学校の教諭の普通免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律

（介護等体験特例法）」により、教員（教諭）が個人の尊厳及び社会連帯の理念に関する認識

を深めることの重要性にかんがみ、教員（教諭）の資質向上及び学校教育の一層の充実を図

る観点から、小学校及び中学校の教諭の普通免許状の授与にあたっては、社会福祉施設等に

おいて７日間の介護等の体験を行うことが義務付けられています。

２．制度の対象者

小学校及び中学校の教諭の普通免許状を取得しようとする者。

［義務付けを免除する者］

① 介護等に関する専門的知識及び技術を有する者

(省令で、介護福祉士、特別支援学校教員等の資格を併せ取得する者等を規定)

② 身体上の障害により介護等体験が困難な者

(省令で、身体障害者福祉法による１級から６級までの身体障害者を規定)

３．介護等体験の内容等

⑴ 介護等体験の内容

・障害者、高齢者等に対する介護、介助、これらの者との交流等の体験（障害者等の話相

手、散歩の付添い等）、受入施設職員の業務補助（掃除や洗濯など、障害者等と直接接し

ないものを含む。）

・特別支援教育諸学校での教育実習、受入施設での他の資格取得に際しての介護実習等は、

介護等の体験期間に算入可能

⑵ 介護等体験の実施施設

特別支援学校（盲・聾・養護学校）又は社会福祉施設

⑶ 介護等体験の時期及び期間

18歳に達した後の７日間

(目途：少なくとも特別支援学校（盲・聾・養護学校）２日＋社会福祉施設５日＝７日）

⑷ 免許状申請に係る手続(省令で規定)

① 施設は、教員になろうとする者が介護等体験をしたことを証明する書類を発行

② 都道府県教育委員会への免許状の申請に当たっては、上記の証明書を提出
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佐賀大学における介護等体験実習について

佐賀大学においては、文化教育学部教育実習委員会が企画・立案し、他学部の協力を得て実

施する。

１．特別支援学校（盲・聾・養護学校）における介護等体験実習について

① 実施施設 佐賀大学文化教育学部附属特別支援学校

〒840-0026佐賀市本庄町正里46―２ ＴＥＬ0952―29―9676

② 期 間 ２日間

③ 実施学年 経済学部：３年次生より実施

④ 経 費 必要な場合は、実費程度

２．社会福祉施設における介護等体験実習について

① 実施施設 佐賀県内における社会福祉施設

(参加学生の希望に基づき、県社会福祉協議会と連絡調整して決定）

② 期 間 ５日間（連続）

③ 実施学年 経済学部：３年次生より実施

④ 経 費 １日につき2,000円を県社会福祉協議会に支払う

⑤ 介護等体験に係る保険加入について（科目等履修生を含む。）

介護等体験実習を受ける時は、以下の保険に必ず加入しなければなりません。

学研災付帯賠償責任保険

(他人にケガをさせたり、財物を損壊した時の損害賠償を補償）

・Ａコース：正課、学校行事、Ｂコースの範囲（１年間：340円）

・Ｂコース：介護体験活動、教育実習、インターンシップなど（１年間：210円）

※ 加入手続きについては、学生センター（学生生活課）で行ってください。
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